
中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会 

体育・保健体育、健康、安全ワーキンググループ（第８回）議事次第 

 

 

１．日 時 令和８年３月２７日（金）１０：００～（最大２時間３０分を予定） 

 

２．場 所 文部科学省５Ｆ６会議室 

      ※ウェブ会議と対面による会議を組み合わせた方式 

 

３．議 題 

（１）体育・保健体育等の指導の充実等について（委員発表） 

（２）体育・保健体育における指導に関する環境整備等について 

 

４．配付資料 

資料１―１   柏原聖子委員資料 

資料１―２   斎藤祐介委員資料 

資料１―３   渡辺弘司委員資料 

資料１―４   渡邉正樹委員資料 

資料２   体育・保健体育における指導に関する環境整備等について 

参考資料  体育・保健体育、健康、安全ワーキンググループにおける検討事項等

（参考資料） 



教育課程部会体育·保健体育、健康、安全ワ ーキンググループ（第8回）

1 テ ー マ 体育科 ・ 保健体育科における指導の充実 I 
輌しい学冒指瀧璽蠣

ロ言
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内容

0知識理解にとどまらない保健学習のあり方

0教育委員会における体育科・保健体育科の指導の充実・方策

0水泳授業の現状等
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2020年度から始まる「学習指導要領」には、そうした願いが込められています 。

進化 深化 真価 狛江市教育委員会教育長柏原聖子
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総合教育センター
https://www.pen-kanagawa.ed.jp/edu-ctr/

神奈川県立総合教育センター

体育指導センター

  斎藤 祐介神奈川県立総合教育センター
イメージキャラクター グッタ

体育科・保健体育科における

持続可能な学習の在り方等について

令 和 ８ 年 ３  月 ２ ７ 日

体育・保健体育、健康、安全WG（第８回）
資 料 １ － ２
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体育指導に関する環境整備

暑熱対策

【出所】 公立学校の体育館等における空調（冷房）設備の設置状況調査（令和７年６月）〔文部科学省〕

空調（冷房）設備の設置状況
（令和７年５月１日現在）

小 学 校 22.0%

中 学 校 23.7%

特別支援学校 51.0%

22.7%18.9%

11.9%

28.9%

40.8%

51.0%

0%

40%

20%

60%

R2.9.1 R4.9.1 R6.9.1 R7.5.1

体育館 及び 武道館

21.9%

5.3%

特別支援学校

小・中学校



2

【参考】 公立学校の体育館等における空調（冷房）設備の設置状況調査（令和７年６月）〔文部科学省〕

【参考】 本県の状況

小 学 校 15.2%

中 学 校 13.9%

中等教育学校 ０%（０校/２校）

高等学校 ０%（０校/134校）

特別支援学校 100%（29校/29校）

100%設置 ： ４市町村

設置あり ：13市町村

設置なし ：16市町村

33市町村
（政令市を含む）

県立学校

体育指導に関する環境整備

暑熱対策 体育館 及び 武道館
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【参考】 本県Ａ市の取組

熱中症予防

体育指導に関する環境整備

暑熱対策

熱中症予防対策システム
グラウンドや体育館等に設置した計測器が

自動計測・記録したWBGTを遠隔操作で

確認し、教育活動を計画する。

●端末上で（自宅からスマホでも）数値を確認できる

●固定センサーにより常時監視、安定した計測結果

●記録した計測データは、リアルタイムで全教職員に共有できる
【参考】 Ａ市記者会見配付資料（令和７年６月）
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体育指導に関する環境整備

暑熱対策
【出所】 学校屋外プールにおける熱中症対策（平成31年３月）〔スポーツ庁〕プール
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体育指導に関する環境整備

プールの設置

H27 H30 R３ R６

小 学 校 15686 16105 15926 15458

中 学 校 5850 5689 6110 6094

高等学校 2712 2600 2803 2726

学校種別 プールの設置数

【参考】 体育・スポーツ施設現状調査 〔スポーツ庁〕 【参考】 学校基本調査 〔文部科学省〕

学校種別 プールの設置状況

0%

60%

50%

70%

H27

60.5%

80%

90%

H30 R3 R6

59.7%

64.9% 65.5%

74.6% 72.4%

78.8% 78.5%

77.3%

81.9% 83.1% 82.5%

活動場所の確保

小学校

高等学校

中学校
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体育指導に関する環境整備

水泳の授業の実施場所

小学校

【参考】 令和６年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 〔スポーツ庁〕

活動場所の確保

中学校

自校のプール
78.9％

自校の
プール
61.6％

近隣学校のプール

3.3%

近隣の
公営プール

8.0%

民営プール

3.9%

その他

23.1％

近隣学校
のプール

2.5%

近隣の
公営プール

8.7%

民営プール

8.2%

その他 1.6%
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体育指導に関する環境整備

【参考】 本県の取組

学校プールの
在り方等の課題

●老朽化、維持管理コストの増加
●職員の管理上・指導上の負担
●計画的な授業実施の困難性、安全確保

【出所】 持続可能な水泳授業の実施に向けた参考資料（令和８年２月）〔スポーツ庁〕

Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市学校プールの共同利用 公営プールの活用 民営プールの活用

・中学校のプールを学区内の小学校が
期間を分けて共同利用

  ※本市は学校設置時から、全校の小学校に
 プールの設置がなく、以前からこの方法により
 小学校の水泳の指導を実施している。

・全小学校が順番に市営プールを活用

※本市は全校の小学校にプールの設置があるが
近年の酷暑に対する対応等の観点から、学校

 の屋外プールの使用をやめ、市営の屋内プール
 の活用を進めている。

プールの確保活動場所の確保

・一部の小学校が民営プールを活用

※本市は学校設置時から、全校の小学校に
プールの設置がなく、近くの市営プールを活用

 していたが、その老朽化により活用できなくなった
 学校から民営プール活用を進めている。
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水泳の授業の実情等

水泳の授業 指導の内容
Ｈ20年
Ｈ21年
告示

小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

１・２年 ３・４年 ５・６年 １・２年 ３年・入学年次 その次の年次以降

水 遊 び
ア 水に慣れる遊び
イ 浮く・もぐる遊び

浮く・泳ぐ運動
ア 浮く運動
イ 泳ぐ運動

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 背泳ぎ
エ バタフライ

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 背泳ぎ
エ バタフライ
オ 複数の泳法、リレー

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 背泳ぎ
エ バタフライ
オ 複数の泳法、リレー

小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

１・２年 ３・４年 ５・６年 １・２年 ３年・入学年次 その次の年次以降

水 遊 び
ア 水の中を移動する
運動遊び

イ もぐる・浮く運動遊び

水泳運動
ア 浮いて進む運動

イ もぐる・浮く運動

水泳運動
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 安全確保につながる
運動

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 背泳ぎ
エ バタフライ

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 背泳ぎ
エ バタフライ
オ 複数の泳法、リレー

水 泳
ア クロール
イ 平泳ぎ
ウ 背泳ぎ
エ バタフライ
オ 複数の泳法、リレー

Ｈ29年
Ｈ30年
告示

【参考】 小学校学習指導要領（平成20年告示）、中学校学習指導要領（平成20年告示）、高等学校学習指導要領（平成21年告示）〔文部科学省〕

【参考】 小学校学習指導要領（平成29年告示）、中学校学習指導要領（平成29年告示）、高等学校学習指導要領（平成30年告示）〔文部科学省〕

前
回
改
訂

アまたはイを
含み２つ選択

ア～オの中
から選択

ア～オの中
から選択

アまたはイを
含み２つ選択

ア～オの中
から選択

ア～オの中
から選択
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水泳の授業 小学校の授業

水泳の授業の実情等

【参考】 本県Ｅ市の取組 【参考】 他都道府県Ｆ市の取組

バディでの学びの充実により『泳ぐことが大好きな
子ども』の育成を目指す水遊びの授業

安定した呼吸の獲得を大切にした水泳運動の
授業『楽らく水泳』（楽しくらくに身に付ける）



10【参考】 令和６年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 〔スポーツ庁〕

授業研究会の実施

指導資料の作成や
既存資料の活用促進

教員研修の実施

指導力向上 授業改善のための取組

教師の指導力の向上

都道府県

政令指定都市

市区町村

70.2%

80.0%

47.0%

100%

100%

44.0%

83.0%

80.0%

37.1%
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研 修 体育・保健体育の研修

教師の指導力の向上

○自己研鑽のための研修
  ・運動が苦手な児童生徒への指導  ・幼小の接続を踏まえた運動遊び
・体育における一人１台端末の活用  ・体育のインクルーシブな指導     など

○カリキュラム・コンサルタント
学校からの依頼により、校内研修会等にセンターの指導主事等を派遣する。

○体育研究会とのコラボレーション研修
  県内の学校体育の研究会とセンターが協働して研修を企画・実施する。

【参考】 本県（当センター）の取組
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授業研究 体育・保健体育の授業研究

教師の指導力の向上

○長期研究員による研究
 ・学校からセンターに配属される研究員が、学校の課題をテーマに研究をする。

○学校や体育研究会、大学との連携による研究
 ・センターが学校の授業づくりを支援し、その過程で研究のためのデータを得る。
 ・県内の体育研究会が実施する研究を、センターの指導主事等が支援する。
 ・大学の研究との情報交換や、専門的知見からの助言により研究を深める。

【参考】 本県（当センター）の取組

取り組んだ学校・教師 ⇒ 指導力の向上

研究成果の発信 ⇒ 各学校の授業改善の参考
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ご清聴、

ありがとうございました。神奈川県立総合教育センター
イメージキャラクター グッタ

体育科・保健体育科における持続可能な学習の在り方等について



医療者が望む学校における
保健教育

中央教育審議会 初等中等教育分科会教育課程部会

体育・保健体育、健康、安全ワーキンググループ

令和８年３月 日本医師会 渡辺弘司

令 和 ８ 年 ３ 月 ２ ７ 日

体育・保健体育、健康、安全WG（第８回）
資 料 １ － ３



学校保健

保健管理（心身の健康を守る）：健康診断、健康相談、保健指導、疾病の事後措置、

学校環境衛生（教室の明るさ・空気など）、感染症対策

保健教育（健康を育む）：体育科・保健体育科や特別活動などを通じた、健康的な生

活習慣、安全な行動能力の育成

1



2

令和８年２月19日体育・保健体育、健康、安全WG（第7回）資料２より



乳幼児期から高齢期に至るまで、保健事業（健診）を展開しているが、その
データは分断されている。国民の健康管理に適切に一生涯を通じたデータと
して反映されるような仕組みを講じる必要がある。

日本医師会の考え方

わが国の主な健診制度の流れ

０歳 ６歳 １８歳 ２２歳 ４０歳 ７５歳
【乳幼児期】 【就学期】 【就労期】 【高齢期】

後期高齢者健診
高齢者医療確保法
厚生労働省
老健局・保険局

令和元年健康寿命（男：72.68歳、女：75.38歳）

令和元年平均寿命（男：81.41歳、女：87.45歳）

生涯を一気通貫した健診データが重要

伸ばす

生涯保健事業の推進による健康寿命の延伸（日本医師会）

生涯保健事業の推進

事業主健診
労働安全衛生法
厚生労働省労働基準局

特定健診
医療保険
保険者（義務）
厚生労働省保険局・健康局

学校健診
学校保健安全法
文部科学省
総合教育政策局

乳幼児健診
母子保健法
こども家庭庁

成育基本法
こども家庭庁

3



生きている教材の活用

学校健康診断情

報（身長・体重に

基づく成長曲線）

健康観察情報

（生活習慣、メン

タルヘルス）

自身の健康情報の活用

4
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令和７年２月27日「新しい地方経済・生活環境創生交付金デジタル実装型 TYPES 制度概要」
内閣府 地方創生推進室、内閣官房 新しい地方経済・生活環境創生本部事務局 デジタル行財政改革会議事務局より



★考える基本となる知識
★それを応用して状況に応じて展開できる能力

両方を醸成することが重要

• 他人の経験や情報と、個人が対応している状況が一致することは稀

→最低限考える基礎知識は必要だが、興味がない情報は維持できない

・当事者でなければ、現実感や危機感がないため、学ぼうとするモチベーションが低

くなる

→夏に鳥インフルエンザのリスクを話しても理解しにくい！

7



子どもがメンタル不調と思われる際は

8

要因
（進学・いじめ・疾病等）

不定愁訴
（身体症状：腹痛・頭痛・立ち眩み）

不安など精神症状は、少ない

相談先
友人
保護者
教職員

スクールカウンセラー

SNS
内科系医師
精神科医師

内科系疾患

メンタル不調
イライラ・不眠・不安

現実逃避
OD・不登校など

自己対応？



子どものメンタル不調に対する課題

• 「不安」がなにか理解できない。どのくらい「不安」になれば相談してよいかわからない、

「不安」になったらどこに相談してよいか分からない。

• 困ったら相談という窓口は少ない。

• 性に関すること、いじめ、不登校等事柄がたくさんあって、相談先（窓口）が分からな

い。相談先（窓口）に対する不安も。

• 当事者にならなければ現実的なものと考えない。子どもが「私には関係ない」と思うと学

ぼうとする意欲がわかないし知識が続かず、そのような場になった際に役に立ちにくい。

• 保健は、カバーしなければならない範囲が広く（与えなければならない知識が多く）、

応用できる能力の醸成が必要
9



• すでに心の健康相談は教科書で扱われているが、自分の心身の状態を

把握し、必要に応じて適切な相談や支援を求めることの重要性について

理解することが大切ではないか。

•疾病等の医療の具体的な知識よりも、自分のメンタル状態を判断し、必

要なとき相談する力を養うことが大切ではないか。

10

では、何をすればよいか

相談しやすい文化の醸成



学校医の職務（学校保健安全法施行規則第22条）

一 学校保健計画及び学校安全計画の立案に参与すること。

二 学校の環境衛生の維持及び改善に関し、学校薬剤師と協力して必要な指導及び助言を行うこと。

三 法第八条の健康相談に従事すること。

四 法第九条の保健指導に従事すること。

五 法第十三条の健康診断に従事すること。

六 法第十四条の疾病の予防処置に従事すること。

七 法第二章第四節の感染症の予防に関し必要な指導及び助言を行い、並びに学校における感染
症及び食中毒の予防処置に従事すること。

八 校長の求めにより、救急処置に従事すること。

九 市町村の教育委員会または学校の設置者の求めにより、法第十一条の健康診断又は法第十五
条第一項の健康診断に従事すること。

十 前各号に掲げるもののほか、必要に応じ、学校における保健管理に関する専門的事項に関する
指導に従事すること。 11



学校医が学校保健に参画する

• 学校における学校保健計画等の立案への参画

• 学校保健委員会

• 外部講師等としての活動：専門医やかかりつけ医にない長

所・・・専門医だと専門性の高い話が多く子どもが分かり

にくいことが懸念される。かかりつけ医は学校の状況を理

解されている方が少ない可能性がある。学校医は子ども

に話す機会が多く、携わる分野を中心とした専門的知見

に基づきながら、学校や子供たちの状況を踏まえ、学校保

健に関して最適な対応ができる存在。
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日本医師会が考える学校保健におけるチームと
しての学校：学校医がなすべきこと

• 学校運営協議会との連携

• 学校保健分野における“チームとしての学校”

• 養護教諭、栄養教諭、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ス

クールナースとの連携

• 民生委員・児童委員との連携

• 行政（特に福祉）との連携

13

学校医が学校保健のHub的存在



まとめ

14

教育基本法第一条
教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社
会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な
国民の育成を期して行わなければならない。

• 健康に関する学習は、知識だけではなく、周囲の助言、

支援を受け、自らが解決策を見つけられるような応用

力、展開力を身に付ける学習である。

• 特に、「何かあってから」ではなく予防の観点を重視す

る必要がある。

• 学校においては、時機を逸することなく、年齢に応じた

適切な段階で、現実に役立つ実践力につながる資質・

能力を身に付けられるようにするべきである。

• 学校医は学校保健のHUB的な存在として学校に関わ

り、心身の健康に関する学習に貢献していきたい。



2026年3月27日 第8回体育・保健体育、健康、安全WG

保健で育成するヘルスリテラシー

東京学芸大学特任教授 渡邉正樹

令 和 ８ 年 ３  月 ２ ７ 日

体育・保健体育、健康、安全WG（第８回）
資 料 １ － ４



高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説

（4）健康を支える環境づくり

（ｵ）健康に関する環境づくりと社会参加

自他の健康を保持増進するには，ヘルスプロモーションの考え方に基づいた，
健康に関する環境づくりが重要であることについて理解できるようにする。

また，一人一人が健康に関心をもち，健康を支える適切な環境づくりに積極
的に参加していくことが必要であり，そのことが自分を含めた世界の人々の健
康の保持増進につながることについて理解できるようにする。その際，それら
を実現するには，健康に関する適切な情報を選択・収集して，正しく分析・評
価し，活用・発信することが有効であることについて触れるようにする。

← 現行の教科書では「ヘルスリテラシー」が取り上げられている。
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ヘルスリテラシーとは，

The Joint Committee on Health Education Terminology
(1990)による定義
「基本的な健康情報や健康サービスを知り，それを解釈・
理解することのできる能力であり，また健康状態を高める
ようにそのような情報やサービスを活用できる能力」

WHOのHealth Promotion Glossary（1998）による定義
「健康を保持増進するように，情報を得て，理解し，利用
するための動機づけと能力を決定する認知的・社会的ス
キル」

2



National Health Education Standards
     ＮＨＥＳ第3版の8つの基準

1.児童生徒は，健康を高めるための機能的健康知識を理解する.

2.児童生徒は，家族，仲間，文化，ソーシャルメディア，科学技術，
その他の要因が保健行動に与える影響を分析する。

3.児童生徒は，健康を高めるために有効かつ信頼性の高い情報，製
品，サービスを利用して，ヘルスリテラシーを示す。

4.児童生徒は，健康を高めるために効果的な対人コミュニケーショ
ンスキルを示す。

5.児童生徒は，健康を高めるために効果的な意思決定スキルを示す。

6.児童生徒は，健康を高めるために効果的な目標設定スキルを示す。

7.児童生徒は，観察可能な健康と安全な行動の実践を示す。

8.児童生徒は，個人，家族，仲間，学校，地域の健康を支える行動
を提唱する。

National Consensus for School Health Education: National 
Health Education Standards Model Guidance for Curriculum and 
Instruction 3rd Edition, 2022.

なおSHAPE America 
( Society of Health and 
Physical Educators 
America)も2024年に
NHESを公表している。

3



基準3 8年生終了時までの達成目標（抜粋）

3.8.1 画像，テキスト，ジェスチャー，言語的
表現で示された健康情報を解読することで，機
能的ヘルスリテラシーを示す。

3.8.2 情報に基づく健康上の決定を行うために，
健康関連製品や技術について会話を交わす。

3.8.3 情報に基づく健康上の決定を行うために，
数値や図表表現を解釈する。

3.8.4 確立された基準を用いて，印刷物や電子
媒体（例：ニュース記事，雑誌，視覚的サイン，
ソーシャルメディア，ポッドキャスト，ウェブ
サイト）における健康情報の妥当性を分析する。

3.8.5 健康関連メッセージの信用性を確定する
ために，印刷物や電子媒体の健康関連メッセー
ジを分析する。

3.8.6 異なる人々，視点，実践を示す印刷媒体
やソーシャルメディアについて話し合うことで，
相互作用的ヘルスリテラシーを用いる。

過去のＮＨＥＳでは基準の中にヘルスリテラシーを記
載することがなかったが，ＮＨＥＳ第3版では初めて
基準の中にヘルスリテラシーが示された。具体的には
基準3「児童生徒は，健康を高めるために有効かつ信
頼性の高い情報，製品，サービスを利用して，ヘルス
リテラシーを示す」が該当する。（中略）この基準3
では，読み書き会話などの機能的ヘルスリテラシー
（functional health literacy）と，対人コミュニ
ケーションや音声・印刷物・電子媒体にアクセスし活
用する能力を含む相互作用的ヘルスリテラシー
（Interactive health literacy）の2つに焦点を当て
ている。（中略）基準3では批判的ヘルスリテラシー
（critical health literacy）が取り上げられていな
いが，ＮＨＥＳで批判的ヘルスリテラシーが除かれて
いるわけではない。基準2の解説では「健康行動に影
響する要因を検討する」こと，基準5の解説では「正
確で信頼できる情報を活用する」ことが述べられてお
り，批判的ヘルスリテラシーとのつながりがうかがえ
る。

渡邉正樹：アメリカ合衆国におけるNational Health 
Education Standards第3版の特徴 ，中央大学教育学
論集，68，121-140，2026. 4



ヘルスリテラシーを育成する保健授業の実践

授業名を「健康情報の正しい選択方法」とし，

50分授業を計画した。健康情報リテラシーを育

て るための学習内容は主に次の２点である。

１点目 は，健康情報の発信者，目的，テ ク

ニックから情 報の信憑性を判断すること。２

点目は，健康情報 を評価するために， 「誰

が」 「どのような目的で」 「何を根拠に」を

調べることである。そして，その２点で学習し

たスキルを活用するために，「健康情報評価

カード」を用い，実際のインターネット上にあ

るサイトを評価する演習を行った。

山本浩二，渡邉正樹：健康情報リテラシーを育

てる中学校保健授業の研究 ― 健康情報評価

カードの開発と授業効果の分析 ― ，日本教科

教育学会誌，37（2），29-38，2014
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健康情報の批判的思考尺度

健康情報の批判的思考尺度得点 授業前後の比較 

回答は，「そう思う」「どちらかといえ
ばそう思う」「どちらかといえばそう思
わない」「そう思わない」の４段階評定
とした。

情報源の数と健康情報の批判的尺度得点
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健康情報リテラシーを育てる中学校保健授業
の縦断的研究 

山本浩二，渡邉正樹：健康情報リテラシーを育てる中学校保健授業の効果
に関する縦断的研究― 健康情報の批判的思考尺度得点の推移分析 ―，日
本教科教育学会誌，40（1），27-34，2017.

第１学年時に１回だけの実施では，約１年後に学習効果の低下が見られ
たが，フォローアップとして第２回目の授業を実施することにより，学
習効果が高まることが認められた。また，学習教材として開発した「健
康情報評価カード」が食情報という具体的な題材を扱った授業において
も使用できることが認められた。 
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ナショナル・カリキュラムの汎用的能力にニューメラ
シーを位置付けている例（Australian Curriculum）

Australian Curriculumでは，①ニュー
メラシーは，汎用的能力（General 
Capabilities）として位置づけられて
いた，②ニューメラシーは，教科横断
的にカリキュラム全体で育成されるべ
き能力として示されていた，③保健体
育科は，ニューメラシーと関連の高い
学習領域の一つに取り上げられており，
ニューメラシーはYear8とYear10で扱わ
れていた。

三好知美, 渡邉正樹：Australian Curriculumにおけ
る保健に関するニューメラシー教育の概要，日本公
衆衛生雑誌，70(12)，828-835，2023.
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健康に関する数値を正しく読み取れるか？
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高校の保健授業にニューメ
ラシー育成を導入した教材

企画・教材開発（2026）

日本大学医学部社会医学系

公衆衛生学分野
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まとめに代えて（これまでの議論から）

•今対応が求めている課題をどのように学習に位置づけていくか。

（例えば「生命（いのち）の安全教育」は、既に教材やそれを用いた
実践がある。教材の内容と学習指導要領との関連性を分かりやす
く示し、更なる活用が図られるようにすることも考えられる。）

•保健と体育の関連については，さらなる可能性があるのではないか。
たとえば現行の高校を例にすると体育の「実生活に生かす運動の計
画」と保健の「健康に関する環境づくりと社会参加」はつなげることが
できる可能性があるのではないか。また保健と体育理論との関連も
さらに検討できるのではないか。

12



令 和 ８ 年 ３ 月 ２ ７ 日
体育・保健体育、健康、安全WG（第８回）
資 料 ２

体育・保健体育における

指導に関する環境整備等について
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本日の議論について

１．指導に関する環境整備等について

 ・ 活動場所等に関すること

 ・ 指導体制等に関すること

 ・ 水泳授業の在り方等について

２．高等学校専門学科「体育」の改善について
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１．指導に関する環境整備等について



指導に関する環境整備等について

＜活動場所等に関すること＞

● 運動の際の暑さへの対応

昨今の気温や湿度の高い夏の状況を踏まえ、WBGT（暑さ指数）に基づく運

動実施の判断が行われたり、体育館等の空調活用やこまめな水分補給・健康

観察等によって、安全面に留意しながら子供たちの運動機会を最大限確保する

取組が進んできている一方で、体育館等の空調の整備状況やその他の対策の

実施状況等には差もみられ、暑い時期に運動を行う授業の実施には課題も指

摘されている。

● 学校プールや水泳授業の在り方

学校の水泳授業について、プールの老朽化や屋外プールの暑さへの対応等によ

り、持続的かつ計画的な授業実施への困難さの指摘がある。また、昨今、民間

事業者等との連携も広く行われるようになってきた状況も踏まえつつ、改めてその

在り方も含めて検討が必要との指摘もある。

● その他の施設・設備等に関する論点

4

● 教師の指導力の向上に関すること

学習指導要領の趣旨を理解するとともに、教師が授業改善に関して学ぶことので

きる機会や資料の改善・充実が必要。その際、他の学校種を含む自校以外の取

組について幅広く学ぶことができるようにすることについても充実が期待される。

● 指導体制の整備に関すること

学校医や外部の専門家、外部機関、地域の人材等が様々な教育活動に参画す

ることで、指導の一層の充実を図ることが期待される。ただし、外部人材等との連携

に当たっては、当該人材等が専門的知見等を踏まえつつ、学校や子供の状況等に

応じた対応ができることについて留意が必要であり、そうした対応に際しては、できる

だけ学校現場の負担を軽減することのできる方策が必要。

● その他の指導体制等に関する論点

● 安全面には十分に配慮しつつ、以下のような方策を組み合わせることにより、子
供たちの学習機会の確保にバランスよく努めることが必要ではないか。

・ 暑熱順化（※）を取り入れることも含めた実効的かつ現実的な安全管理

・ 指導計画（実施内容・場所・時期）の工夫

・ 体育館等における計画的な空調整備

  （※）1～２週間程度をかけて体が暑さに慣れた状態を作ること

● 水泳授業の在り方等について、以下のような点について検討を深めてはどうか。

・ 学習の在り方や指導の体系等

・ 暑熱対策や施設・指導体制整備等

・ 安全確保につながる運動や心得の指導

・ 多様性の包摂の観点、指導の改善・充実及び実現可能性の観点

● 「運動遊び」をはじめとして「環境づくり」を生かした授業を行うためには、意図
的・計画的に条件整備を進めることが必要ではないか。

● 指導の充実の観点から、国において、各教育委員会等と連携しつつ、授業
改善に資するモデル開発や研修機会等の充実・推進を図るとともに、デジタル
技術も活用した分かりやすく使いやすい指導参考資料等の提供が必要ではな
いか。また、その際、以下のような点について留意が必要ではないか。

・ 全ての子供たちの「好き」を丁寧に育む幼児教育段階等の連携を踏まえた
「運動遊び」等に関する実践・資料等

・ 小中高の滑らかな接続を意識した指導や、「体育理論（改訂後の名称は別

途検討）」等、これまで教材研究や指導参考資料等が必ずしも豊富ではな
かった領域等に関する実践・資料等

・ 多様性の包摂やデジタル学習基盤等の活用の観点から現場の指導の支
えとなる実践・資料等

● 学校現場が活用しやすい多様な人材等の参画を支えるネットワークの構築
や、外部人材等の効果的かつ適切な参画に関するノウハウ等の整理が必要で
はないか。また、小学校専科指導体制の充実も考えられるのではないか。

● 実現可能性の観点を踏まえ、必要な範囲で内容の精選も行いながら、体
育・保健・他教科等との関連や学習の深まりがイメージしやすい学習指導要領
の示し方や、参考資料の作成等が必要ではないか。

→補足説明資料あり

現状認識・課題等

＜指導体制等に関すること＞

検討の方向性案



5

＜昨今顕在化している主な課題と各地における対応等の例＞

・ 学校プールの老朽化やそれに伴う維持管理コストの増加

・ 天候等の影響による計画的な授業実施の困難性や安全確保に関する対応の必要性

（対応例）

→ 首長部局と教育委員会部局が連携し、プールの集約化や社会体育施設との複合化による屋内プールの整備
を計画的に推進

→ 学校プールの稼働状況や授業計画を踏まえ、近隣校同士でプールを集約化したり、公営プール（屋内プー
ル）への集約化を実施

→ 施設面・指導面等で民間事業者の管理するプール（屋内プール）や指導者等を活用

・ 水泳授業に係る教職員の管理上・指導上の負担

（対応例）

→ プール管理の指定管理者制度の活用や、管理業務の民間業者へ委託、指導業務の一部委託

→ プールの指導の一部を民間事業者へ委託

・ 民間事業者等との適切な連携に関する対応

● 学習の在り方や指導の体系等について

現行学習指導要領において、水泳の実技は小学校１年生～中学校２年生までが必修となっている。学ぶ意義は、主として「水に親しむ楽しさや喜びを味
わうこと」「水の中という特殊な環境で様々な動きを身に付けること・そうした動きを組み合わせた運動である泳法を身に付けること」「水難事故から身を守るため
の力を身に付けること」であるが、こうした学習の体系や内容について、子供たちの発達の段階や学校で学ぶ運動・スポーツの観点からどう考えるか。

● 暑熱対策や施設・指導体制整備等について

学校プールの老朽化や気象状況による計画的な授業実施の困難性等が指摘されている中、これらへの対応をどう考えるか。

● 安全確保につながる運動や心得の指導について

現行において小学校５～６年生に位置付けられている安全確保につながる運動や心得の指導について、指導の実態はどうか。水難事故防止につなげる
観点から留意すべきことは何か。

● 多様な楽しみ方の観点、指導の改善・充実及び実現可能性の観点について

運動・スポーツの多様な楽しみ方の視点や、学校における指導の実現可能性を踏まえた際に、指導に当たって留意すべきこと等は何か。また、民間事業者
等との連携も各地で多くみられる状況であることを踏まえ、適切な連携に関する観点で留意すべきことは何か。

地域の実情や安全面等を踏まえ
た多角的な検討により小学校プー
ルを中学校プールや市営プールに
計画的に集約化するケースも見ら
れる。
屋内プールを活用することで計画
的な通年指導も可能となる。

検討事項等について

指導に関する環境整備等について
（水泳授業の在り方等について）

補足説明資料
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２．高等学校専門学科「体育」の改善について



高等学校 専門学科「体育」の改善について
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高等学校専門学科「体育」について

● 学校教育法第50条に基づき設定されている専門教育を主とする学科で、スポーツを通じた専門教育の学習を希望する生徒に、スポーツの推進及び

発展に寄与する資質・能力を育成することを目指している。

● 「体育科」設定の具体的なねらいは以下のとおり。

① 体育に関する課題を発見し、主体的、合理的、計画的な解決に向けた学習過程を通して、健やかな心身の育成を図るとともに、生涯を通してス

ポーツを継続する資質・能力を高め、明るく豊かで活力ある生活を営む態度を養うこと

② スポーツに対して「する、みる、支える、知る」といった実践を行い、我が国におけるスポーツの推進及び発展の担い手を育成すること

＜科目構成等＞

● スポーツ概論

（1）スポーツの文化的特性や現代におけるスポーツの発展 （2）スポーツの効果的な学習の仕方

（3）豊かなスポーツライフの設計の仕方 （4）スポーツの多様な指導法と健康・安全 （5）スポーツの企画と運営

● スポーツⅠ（採点競技・測定競技）

● スポーツⅡ（球技）

● スポーツⅢ（武道・諸外国の対人的競技）

● スポーツⅣ（ダンス）

● スポーツⅤ（野外の運動）

● スポーツⅥ（体つくり運動）

（1）体つくり運動への多様な関わり方 （2）目的に応じた心身の気付きや交流を深めるための運動の仕方

（3）ライフステージ及びライフスタイルに応じた体操や運動の計画の立て方

● スポーツ総合演習

（1）スポーツの多様な理論や実践に関する課題研究

（2）スポーツの多様な指導や企画と運営に関する課題研究

（3）スポーツを通した多様な社会参画に関する課題研究

必修

必修

必修

選択

授業例１：陸上教室・記録会等の企画・実施
（スポーツⅠ・スポーツⅥ・スポーツ総合演習）

高校生が小学校の教員等と連携しながら、陸上教室や記録
会等を企画。当日も生徒らが主体となって指導や運営を行い、
高校・小学校の両教員等からフィードバックを受ける。

授業例２：スポーツとの様々な関わり方を
実技を通して体験する授業

（学校設定科目）
スポーツⅠ～Ⅵの学習内容を踏まえ、立場を交代しながら、
実技を通して、様々なスポーツとの関わり方への理解を深める。

必修



高等学校 専門学科「体育」の改善について

● 専門学科「体育」は、高校における専門的なスポーツ教育を行い、スポーツを「す

る」という面で理解を深めたり技能を高めたりすることに加え、地域や社会のスポーツ

を「支える」人材の育成という点においても成果を上げてきている例もみられる。

● 一方で、学習指導要領においては、スポーツについて「する」「みる」「支える」「知

る」などの多方面から学習を深めていくことが示されているが、実際の指導においては

「より高度な運動技能を習得させる」といった考え方による「する」に関する実践が多

くみられ、それ以外の面に関する学習には改善の余地があると考えられる。

● 全国的に専門学科「体育」を開設している学校が多くないこともあり、その授業改

善に関するモデルや研究は少なく、実質的な授業改善が図られづらい状況がある。

現状認識・課題等 検討の方向性案

● 専門学科「体育」における学習は、スポーツの推進及び発展に向けた資質・能力を

養うことを目指していることから、教科名を「体育」から「スポーツ」に改めてはどうか。そう

することで、地域や社会との接点を意識しスポーツについて多面的な理解を深めていく

学習内容と一層整合的になるとともに、高等学校保健体育における科目「体育」との

混同を避け、その趣旨を踏まえた学習の充実につながることが期待できないか。

● 学習内容については、現行の科目構成を基本としつつ、スポーツ基本法（令和7

年改正）でも念頭におかれている「スポーツを通じた社会課題の解決」の観点も踏ま

え、我が国におけるスポーツの推進及び発展の担い手を育成することを軸として検討を

進めてはどうか。

● 学習指導要領の改訂に当たっては、その趣旨を周知することに加え、指導の好事

例や授業モデルを横展開したり、よりよい授業づくりに関する教師等の学習機会の充

実について留意することとしてはどうか。

【柱書】

体育の見方・考え方を働かせ、課題を発見し、主体的、合理的、計画的な解決に向けた学習過程を通して、心と体を一体として捉え、健やかな心身の育成に資するとともに、生
涯を通してスポーツの推進及び発展に寄与する資質・能力を次のとおり育成することを目指す。

【知識及び技能】

スポーツの多様な意義やスポーツの推進及び発展の仕
方について理解するとともに、生涯を通してスポーツの推進
及び発展に必要な技能を身に付けるようにする。

【思考力・判断力・表現力等】

スポーツの推進及び発展についての自他や社会の課題
を発見し、主体的、合理的、計画的な解決に向けて思
考し判断するとともに、他者に伝える力を養う。

【学びに向かう力・人間性等】

生涯を通してスポーツを継続するとともにスポーツの推及び発
展に寄与することを目指し、明るく豊かで活力ある生活を営む態
度を養う。

【柱書】

心と体を一体として捉え、生涯を通して主体的にスポーツの推進及び発展に寄与するするための資質・能力について、スポーツに関する課題の発見・解決に向けた学習過程を通し
て次のとおり育成することを目指す。

【知識及び技能】

文化としてのスポーツの意義や生涯を通じ
たスポーツの推進及び発展について理解す
るとともに、それらに関する技能を身に付け
るようにする。

【思考力・判断力・表現力等】

スポーツの推進及び発展について自他や社会の課題を
発見し、スポーツに豊かに取り組んだり、課題を解決する
ために必要なことについて、合理的、計画的に考え判断
するとともに、他者に伝える力を養う。

【学びに向かう力・人間性等】

●生涯にわたるスポーツとの継続的で多様な楽しみ方に関心を持ち、スポーツ
に関する課題解決に向けて、他者と協力したり自ら試行錯誤したりする態度
を養う。
●自他や社会にとってのスポーツの価値を見出しつつ、スポーツの推進及び発
展に寄与することを目指し、明るく豊かで活力ある生活を営む態度を養う。

＜「目標」の改善イメージ＞
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参考資料
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（スポーツ庁「運動・スポーツにおける安全対策の評価・改善のためのガイドライン（試行版）」）
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（スポーツ庁「運動・スポーツにおける安全対策の評価・改善のためのガイドライン（試行版）」）
11



（文部科学省「公立学校の体育館等における空調（冷房）設備の設置状況調査」）
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公立学校施設における体育館等への空調整備

現状・課題

学校施設の避難所機能を強化し、耐災害性の向上を図る観点から、避難所となる全国の
学校体育館等への空調整備を加速する。

事業内容

子供たちの学習・生活の場であるとともに、災害時には避難所として活用される学校体育
館等について、避難所機能を強化し耐災害性の向上を図る必要がある。しかし、学校体育
館等における空調設置率は約2割にとどまっており、更なる設置促進が必要な状況である。

公立小中学校施設における空調（冷房）設備の設置状況

（担当：大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課）

災害時にも利用可能な学校体育館の空調設備

＜対象学校種＞
公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校

＜対象施設＞
屋内運動場（学校体育館、武道場）

＜算定割合＞
１／２

＜算定対象の範囲＞
下限額４００万円
上限額１．１億円（EHPの場合）、 １．４億円（GHPの場合）

＜対象期間＞
令和１５年度まで

＜主な工事内容＞
屋内運動場における空調設備の新設及びその関連工事

＜補助要件＞
避難所に指定されている学校であること
断熱性が確保されること

＜地方財政措置＞
起債充当率：100％、元利償還金への交付税措置率：50％

国
都道府県・市区町村
（学校設置者） 事業者

補助 発注

事業スキーム

令和7年度補正予算額 600億円

※学校施設環境改善交付金の内数
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学校体育館への空調整備 の早期実施に向けた支援 つのポイント５

１ 補助率は1/2で負担を軽減！
補助率１/2での整備が可能。

３ 補助単価が従来よりアップ！

従来よりも空調単価を拡充（EHP：6.1万円/㎡程度、GHP：8.6万円/㎡程度）。

４ 断熱性の確保は後年度実施が可能に！

空調の設置年度とは異なる年度に実施、建物の実情に応じた工法による断熱性の確保など柔軟な整備が可能。

２ 地方負担額の100%に地方債の充当が可能に！
実質地方負担は25%※となるため、初期投資費用が抑えられ後年度負担も平準化。
※後年度の元利償還金について、その50%に地方交付税措置

５ 体育館空調の光熱費に交付税措置！

令和７年度から体育館の空調設備のための光熱費について、新たに普通交付税措置が講じられる。

空調整備の早期実施に向けて、早めのご検討をお願いします！
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小学校（低学年） 小学校（中学年） 小学校（高学年） 中学校（第１学年及び第２学年） 
中学校（第３学年） 
高等学校（入学年次） 

高等学校（その次の年次以降） 

水
の
中
を
移
動
す
る
運
動
遊
び 

◯ 水につかっての水か
けっこ，まねっこ遊び 

・水を手ですくって友達と
水をかけ合う 

・ 水につかっていろいろ
な動物の真似をしながら
歩く 

◯ 水につかっての電車
ごっこ，リレー遊び，鬼
遊び 

・ 自由に歩いたり走った
り，方向を変えたりする 

・手で水をかきながら速く
走る 

浮
い
て
進
む
運
動 

◯け伸び 
・ プールの壁を力強く
蹴りだした勢いで，
体を一直線に伸ばし
た姿勢で進む 

◯初歩的な泳ぎ 
・呼吸をしながら手や
足を動かして進む 

・ばた足泳ぎやかえる
足泳ぎ 

姿
勢
を
維
持
し
な
が
ら
の
運
動 

ク
ロ
ー
ル 

◯25～50ｍ程度を目安にした
クロール 

・ 手を交互に前方に伸ばして
水に入れ，かく 

・リズミカルなばた足をする 
・顔を横に上げて呼吸をする 
◯ゆったりとしたクロール 
・ 両手を揃えた姿勢で片手ず
つ大きく水をかく 

・ゆっくりと動かすばた足を
する 

ク
ロ
ー
ル 

○バランスをとり速く泳ぐ 
・腕全体で水をとらえ，水をか
く 

・一定のリズムで強いキックを
打つ 

・ プルとキック，ローリング
の動作に合わせて呼吸をする 

ク
ロ
ー
ル 

〇バランスを保ち，安定したペース
で長く泳いだり速く泳いだりする 

・水面上の腕は，ローリングの動き
に合わせてリラックスして前方へ
動かす 

・泳ぎの速さに応じて，顔を横に向
ける大きさを調節して呼吸動作を
行う 

〇バランスを保ち，伸びのある動作と安定した
ペースで長く泳いだり速く泳いだりする 

・手は遠くの水をつかむように前方に伸ばす 
・肘を曲げて腕全体で水をとらえ，加速するよ
うにかく 

・流線型の姿勢を維持して，しなやかでリズミ
カルなキックを打つ 

・肩のローリングを使って最小限の頭の動きで
呼吸を行う 

安
全
確
保
に
つ
な
が
る
運
動 

◯10〜20秒程度を目安にした
背浮き 

・ 顔以外の部位が水中に入っ
た姿勢を維持する 

・ 姿勢を崩さず手や足をゆっ
くりと動かす 背

泳
ぎ 

○バランスをとり泳ぐ 
・ 両手を頭上で組んで，背中
を伸ばし，水平に浮いてキッ
クをする 

・ 肘が 60〜90度程度曲がるよ
うにしてかく 

・ 手・肘を高く伸ばした直線
的なリカバリー 

・プルとキックの動作に合わせ
た呼吸 

背
泳
ぎ 

〇バランスを保ち，安定したペース
で泳ぐ 

・水面上の腕は肘を伸ばし，肩を支
点にして肩の延長線上に小指側か
らまっすぐ入水する 

・一連のストロークで，肩をスムー
ズにローリングさせる 

〇バランスを保ち，安定したペースで長く泳い
だり速く泳いだりする 

・入水した手は，肩のローリングによって手の
ひらをやや下側に向けて水をとらえ，肘を曲
げながらかく 

・かき終わりで肘を伸ばした後，力を抜き，肩
のローリングを使ってリズムよくリカバリー
動作を行う 

・水平姿勢を維持しながら泳ぐ 
・キックは，脚全体をしなやかに使って蹴り上
げ，脚全体を伸ばして蹴り下ろす 

・呼吸は，ストロークに合わせてリズムよく行
う 

も
ぐ
る
・
浮
く
運
動
遊
び 

◯ 水中でのじゃんけん，
にらめっこ，石拾い 

・ 水に顔をつけたり，も
ぐって目を開けたりする 

・ 手や足を使っていろい
ろな姿勢でもぐる 

◯くらげ浮き，伏し浮き，
大の字浮き 

・壁や補助具につかまって
浮く 

・ 息を吸って止め，全身
の力を抜いて浮く 

◯バブリングやボビング 
・水中で息を止めたり吐い
たりする 

・ 跳び上がって息を吐い
た後，すぐに吸ってまた
もぐる 

も
ぐ
る
・
浮
く
運
動 

◯ プールの底にタッ
チ，股くぐり，変身
もぐり 

・体の一部分をプール
の底につける 

・友達の股の下をくぐ
り抜ける 

・水の中でもぐった姿
勢を変える 

◯背浮き，だるま浮
き，変身浮き 

・ 全身の力を抜いてい
ろいろな浮き方をす
る 

・ゆっくりと浮いた姿
勢を変える 

◯簡単な浮き沈み 
・ だるま浮きの状態
で，浮上する動きを
する 

・ボビングを連続して
行う 

浮
き
沈
み
を
し
な
が
ら
の
運
動 

◯３～５回程度を目安にした
浮き沈み 

・ 浮いてくる動きに合わせて
両手を動かし，顔をあげて
呼吸をした後，再び息を止
めて浮いてくるまで姿勢を
保つ 

バ
タ
フ
ラ
イ 

○バランスをとり泳ぐ 
・ドルフィンキックをする 
・鍵穴の形を描くように水をか
く 

・ 手の入水時とかき終わりの
時にキックする 

・顔を水面上に出して呼吸をす
る 

バ
タ
フ
ラ
イ 

〇バランスを保ち，安定したペース
で泳ぐ 

・腕を前方に伸ばし，手のひらが胸
の前を通るようなキーホールの形
を描くようにして腰や太ももくら
いまで大きくかく動きで進む 

・手の入水時のキック，かき終わり
の時のキック及び呼吸動作を一定
のリズムで行う 

〇バランスを保ち，安定したペースで長く泳い
だり速く泳いだりする 

・腕のリカバリーは，力を抜いて水面近くを横
から前方に運ぶ 

・体のうねり動作に合わせたしなやかなドル
フィンキックをする 

・ストローク動作に合わせて，低い位置で呼吸
を保つ 

平
泳
ぎ 

◯25～50ｍ程度を目安にした
平泳ぎ 

・ 両手を円を描くように左右
に開き水をかく 

・ 足の裏や脚の内側で水を挟
み出すかえる足をする 

・ 水をかきながら，顔を前に
上げて呼吸をする 

◯ゆったりとした平泳ぎ 
・ キックの後に顎を引いた伏
し浮きの姿勢を保つ 

平
泳
ぎ 

○バランスをとり長く泳ぐ 
・両手で逆ハート型を描くよう
に水をかく 

・蹴り終わりで長く伸びるキッ
クをする 

・顔を水面上に出して息を吸
い，キックの蹴り終わりに合
わせて伸び（グライド）をと
り進む 

平
泳
ぎ 

〇バランスを保ち，安定したペース
で長く泳いだり速く泳いだりする 

・肩より前で，両手で逆ハート型を
描くように強くかく 

・プルのかき終わりに合わせて顔を
水面上に出して呼吸を行い，キッ
クの蹴り終わりに合わせて伸び
（グライド）をとり，１回のスト
ロークで大きく進む 

〇バランスを保ち，伸びのある動作と安定した
ペースで長く泳いだり速く泳いだりする 

・手を前方に大きく伸ばした後に肘を曲げ，加
速させながら内側にかき込み，抵抗を減らす
ために素早く手を前に戻すストロークの動き
をする 

・抵抗の少ない肩幅程度の足の引き付けから，
足先を外側にして直ちにキックをする 

・プルのかき終わりと同時に，顎を引いて口を
水面上に出して息を吸い，キックの蹴り終わ
りに合わせて，流線型の姿勢を維持して大き
く伸びる 

 

複
数
の
泳
法
、
リ
レ
ー 

〇複数の泳法で泳ぐこと，又はリ
レーをする 
・クロール，平泳ぎ，背泳ぎ，バタ
フライの４種目から２〜４種目を
選択し，続けて泳ぐ 
・単一の泳法や複数の泳法を使って
チームで競い合う 

〇複数の泳法で長く泳ぐこと又はリレーをす
る・泳ぐ種目を増やしたり，選択した泳法で
長く泳いだりする 
・単一の泳法や複数の泳法を使って距離や種目
を工夫してチームで競い合う 

 

水泳授業に関する技能の系統性（現行学習指導要領）
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自校のプールで実施する 78.9%

自校以外のプールで実施する 19.4%

近隣の学校のプールで実施する 2.5%

近隣の公営プールで実施する 8.7%

民間のスイミングクラブ等で実施し、教員のみで指導する 1.0%

民間のスイミングクラブ等で実施し、指導協力を得る 7.2%

その他 1.6%

● 水泳運動系の授業の実施状況について（予定を含む）

（スポーツ庁「令和６年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果）

水泳授業の実施状況等

自校のプールで実施する 61.6%

自校以外のプールで実施する 15.2%

近隣の学校のプールで実施する 3.3%

近隣の公営プールで実施する 8.0%

民間のスイミングクラブ等で実施し、教員のみで指導する 1.0%

民間のスイミングクラブ等で実施し、指導協力を得る 2.9%

その他 23.1%

【中学校】

（スポーツ庁「令和６年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果）

小学校 中学校 高等学校 専修・各種学校 計

水泳プール
（屋内）

308 172 392 13 885

水泳プール
（屋外）

15,150 5,922 2,334 5 23,411

【小学校】

● 学校体育・スポーツ施設の設置状況

16

（スポーツ庁「令和６年度体育・スポーツ施設現況調査」中間報告）



 持続可能な水泳授業の実施に向けた参考資料について（令和８年２月１２日事務連絡）

～ 学校プールの管理・運用等の視点を含めた水泳授業に係るポイント ～

⚫ 学校プールの管理・運用等の視点を踏まえ、持続可能な水泳授業の実施に向けた「参考資料」を作成・配付。

⚫ 中長期的な視野を持ち、子供たちの学習機会の確保に向けた検討・対応を進めていただくよう依頼。

⚫ 巻末には、ポイントをコンパクトに整理したチェックリストを収録。（アップデートできるよう編集可能媒体で提供）

１．水泳授業の意義・実施上の課題について

• 水中という特殊な環境を生かし、水に親しむ楽しさや喜びを味わう
• 水に慣れ親しみ、身を守る方法や知識を身に付ける

学ぶ意義 実施上の課題

• 学校プールの老朽化、維持管理コストの増加
• 教職員の管理上・指導上の負担
• 計画的な授業実施の困難性、安全確保に関する対応の必要性

（１）プールの共同利用・学校外のプールの活用
• 先行事例
➢地域の学校間での共同利用
➢公営プール（社会体育施設）の活用
➢民間プールの活用

• 時間割編成の工夫、移動時間の活用
• 事前の安全確認
•  児童生徒への事前指導、保護者への周知

（２）外部指導者との連携
• 児童生徒の技術指導や安全管理、教師の指導力向上研修で連携
• 児童生徒の学習状況は教師が適切に見取り・必要な指導を実施

２．持続可能な水泳授業の実施に関する対応のポイント

（３）学校プールの管理業務の委託やその他の負担軽減方策
• 民間業者への管理業務委託、管理システムの導入
• 組織として適切に管理を行うための環境整備

（４）安全確保に関する留意点
• 安全管理の方法・緊急時の対応等の事前確認
• 児童生徒への指導
• 監視方法のポイント
（日本ライフセービング協会 監視の基本動画）

３．学校外の相談体制等

（５）計画的な学校プール等の整備・管理
• 域内の学校の実態を把握、様々な選択肢をシミュレーション
• 集約化・複合化も含めた中長期的な視点、部局横断的な対応

• 水泳指導者資格の例
（基礎水泳指導員資格（日本水泳連盟）、公認スポーツ指導者資格（日本スポーツ協会））

• 相談窓口
（日本水泳連盟 学校水泳授業相談ダイヤル）

巻末のチェックリスト

(教育委員会向け、学校向け)

民間屋内プールを活用した例

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/hakusho/nc/jsa_00054.html 17
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自治体が整備する体育・スポーツ施設に対して学校施設環境改善交付金を交付することにより、以下を推進する。

スポーツをする場の確保

⚫ 学校のプール、武道場の新改築等
⚫ 地域の拠点となる運動場、体育館、

プール、武道場等の新改築等

国土強靱化の推進

避難場所の活用

⚫ 地域のスポーツ施設の耐震化
（構造体・非構造体）

⚫ スポーツ施設の空調整備

脱炭素社会の推進

⚫ 地域のスポーツ施設に
再生可能エネルギーを整備

✓ 災害に強く、災害時にも快適に過ごせるスポーツ施設を整備することで、災害に強いまちづくりに繋がる。
✓ 環境にやさしい地域のスポーツ施設を増やし、脱炭素社会の実現に貢献する。
✓ 地域スポーツクラブ活動に必要な整備・改修を支援することで、地域のスポーツ環境整備を促進する。

R8制度改正

効果

※改築：既存の施設を全部取り壊し、更地にしてから同
様の施設を造る工事

補助対象

⚫ CO2排出減に寄与する整備を支援

地方公共団体 算定割合 １/３補助 ※空調新設、社会体育施設の複合化・集約化等は1/2

地方公共団体 公立中学校

地域スポーツクラブ活動で必要な用具の保管のための用具庫等、 運動部活動の地域スポーツクラブ活動への移行に資する施設について、
整備・改修（28.2億円の内0.2億円）を支援する。

補助対象 補助対象となる学校種 算定割合 １/３補助

⚫ 地域のスポーツ環境の充実 ● 災害時には避難所として活用されるための環境整備（耐震化及び空調設備の整備等）
⚫ 2050年カーボンニュートラル達成に向けて、脱炭素社会の実現に寄与する環境整備

担当：スポーツ庁参事官（地域振興担当）付

事業開始年度 令和５年度～

事業開始年度 平成23年度～

⚫社会体育施設の空調設備（新設）について、補助率引上げ措置の期間延長（令和12年度まで）

令和8年度予算額（案） 2,817,891千円

（前年度予算額 3,208,456千円）

令和７年度補正予算額 2,200,565千円

（令和６年度補正予算額 1,561,459千円）

体 育 ・ ス ポ ー ツ 施 設 整 備
（ 学 校 施 設 環 境 改 善 交 付 金 等 ）



スポーツ概論
スポーツⅠ（採点競技及び測定競技）
スポーツⅡ（球技）
スポーツⅢ（武道及び諸外国の対人的競技等）
スポーツⅣ（ダンス）
スポーツⅤ（野外の運動）
スポーツⅥ（体つくり運動）
スポーツ総合演習

体育理論
体操
スポーツⅠ（個人的スポーツ）
スポーツⅡ（球技）
スポーツⅢ（格技）
ダンス
野外活動

S53改訂（新設）

体育理論
体操
スポーツⅠ（体操競技、陸上競技及び水泳競技）
スポーツⅡ（球技）
スポーツⅢ（格技）
ダンス
野外活動

H元改訂

体育理論
体つくり運動
スポーツⅠ（採点競技及び測定競技）
スポーツⅡ（球技）
スポーツⅢ（武道）
ダンス
野外活動

H11改訂

スポーツ概論
スポーツⅠ（採点競技及び測定競技）
スポーツⅡ（球技）
スポーツⅢ（武道及び諸外国の対人的競技等）
スポーツⅣ（ダンス）
スポーツⅤ（野外の運動）
スポーツⅥ（体つくり運動）
スポーツ総合演習

H21改訂

H30改訂

専門学科「体育」は、「高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育及び専門教育を施すことを目的とすること。」（学

校教育法第50 条）の規定に基づき、理数、音楽、美術、英語等の教科とともに設定されている専門教育を主とする学科の一つであり、スポーツを通じた専門教育の学習を希

望する生徒が、生涯を通してスポーツと多様に関わり、スポーツの推進及び発展に寄与する資質・能力の育成を目指して設定した学科。昭和54年に新設された。

専門学科「体育」に関する参考資料（科目の変遷等）
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必履修科目 30～35単位程度

専門科目 25単位以上

●卒業に必要な履修単位

上記を含めて、74単位以上が必要



小

中

高

【柱書】

心と体を一体として捉え、生涯にわたって心身の健康を保持増進し豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力について、
運動や健康に関する課題の発見・解決に向けた学習過程を通して、発達の段階に応じて次のとおり育成することを目指す。

共通

【知識及び技能】

運動の特性に応じた運動の行い方や自他の運動と
の関わり方及び身近な生活における健康・安全につい
て理解するとともに、それらに関する基本的な動きや技
能を身に付けるようにする。

【思考力、判断力、表現力等】

運動や健康についての課題を見付け、運動に豊
かに取り組んだり、課題を解決したりするために必要
なことについて考え判断するとともに、他者に伝える
力を養う。

【学びに向かう力・人間性等】

●運動の多様な楽しみ方や自己の心身の健康に関心を
持ち、目的に応じた運動や健康についての課題解決に
向けて、他者と協力したり自ら試行錯誤したりする態度
を養う。
●自己にとっての運動や健康の価値を見出しつつ、体力
の向上や健康の保持増進を目指し、明るく楽しい生活
を営む態度を養う。

【知識及び技能】

運動の特性に応じた運動に関する技能や自他の運
動との豊かな関わり方及び個人生活における健康・安
全について理解するとともに、それらに関する基本的な
技能を身に付けるようにする。

【思考力、判断力、表現力等】

運動や健康についての課題を発見し、運動に豊
かに取り組んだり、課題を解決したりするために必要
なことについて、合理的に考え判断するとともに、他
者に伝える力を養う。

【学びに向かう力・人間性等】

●生涯にわたる運動の多様な楽しみ方や自他の心身の
健康に関心を持ち、目的に応じた運動や健康について
の課題解決に向けて、他者と協力したり自ら試行錯誤
したりする態度を養う。
●自己にとっての運動や健康の価値を見出しつつ、体力
の向上や健康の保持増進を目指し、明るく豊かな生活
を営む態度を養う。

【知識及び技能】

運動の特性に応じた運動に関する技能や生涯にわ
たる自他の運動との豊かな関わり方及び社会生活に
おける健康・安全について理解するとともに、それらに関
する技能を身に付けるようにする。

【思考力、判断力、表現力等】

運動や健康についての課題を発見し、運動に豊
かに取り組んだり、課題を解決したりするために必要
なことについて、合理的、計画的に考え判断すると
ともに、他者に伝える力を養う。

【学びに向かう力・人間性等】

●生涯にわたる多様で継続的な運動の楽しみ方や自他
の心身の健康やそれを支える社会づくりに関心を持ち、
目的に応じた運動や健康についての課題解決に向けて、
他者と協力したり自ら試行錯誤したりする態度を養う。
●自己にとっての運動や健康の価値を見出しつつ、体力
の向上や健康の保持増進及び回復を目指し、明るく豊
かで活力ある生活を営む態度を養う。

20

体育科・保健体育科の「目標」現時点案（Ver.3）

※下線部は、発達段階等を踏まえた書き分けを行っている箇所



体育・保健体育、健康、安全
ワーキンググループにおける

検討事項等
（参考資料）

令 和 ８ 年 ３ 月 ２ ７ 日
体育・保健体育、健康、安全W G（第８回）
参 考 資 料



義務教育段階での柔軟化の議論と高校での検討課題

体育・保健体育等に関係する社会や学校等の状況

少子化・高齢化 生産年齢人口の減少 デジタル化の加速

DX

スポーツ基本法

改正

DX

多様性の包摂

DX

健康・安全に関する

課題の多様化・複雑化

DX

１．社会の状況

２．学校の状況

・「社会に開かれた教育課程」実現のためのカリキュラムマネジメント

・ 主体的･対話的で深い学びの視点からの学習過程の改善

・ デジタル学習基盤を活用した効果的な学習

・ 部活動改革（部活動の地域展開等）の推進

1

３．子供たちの状況

●運動に関しては、体育の授業等を通じて、運動好きな子供や日常から運動に親しむ子供を増加させ、生涯にわたって運動やス

ポーツを継続し、心身共に健康で幸福な生活を営むことができる資質や能力の育成が図られている。

●一方で、卒業後も運動やスポーツを行いたいと考える子供の二極化や男女で運動・スポーツの実施に関して肯定的な回答の割

合に差が見られるなどの課題が見られる。また、体力調査の結果においても、全体としてコロナ禍前の水準には戻っていない。

●健康に関しては、性や薬物等に関する情報の入手が容易になるなど、子供たちを取り巻く環境が大きく変化している。また、食を

取り巻く社会環境の変化により、栄養摂取の偏りや朝食欠食といった食習慣の乱れ等に起因する肥満や生活習慣病、食物アレ

ルギー等の健康課題が見られる。

●様々な自然災害の発生、SNSの普及に伴う児童生徒等の被害や性犯罪・性暴力、熱中症や水難事故といった課題が近年顕

在化しており、子供を取り巻く健康・安全に関する環境の変化が激しい。



義務教育段階での柔軟化の議論と高校での検討課題

体育・保健体育、健康、安全に関する現状と検討課題

2

１．運動に関する課題

⚫少子化を含む人口構造の変化や社会のデジタル化が加速する

中、健康長寿社会や共生社会の実現、人との豊かな繋がりの創

出など、運動・スポーツを通じた社会課題解決への期待が高まって

おり、令和7年にはスポーツ基本法が改正された。こうした状況を踏

まえ、学校における運動・スポーツに関する学びの本質的な意義や

価値を今一度検討し明確化する必要がある。

⚫幼児期からの発達段階を踏まえた系統的な指導と評価の在り方に

ついて、指導内容が過度に高度なものとなっていないか、また、評価

は適切なものとなっているか、学校における運動・スポーツに関する

学びの本質的な意義や価値を踏まえ検討する必要がある。

⚫デジタル学習基盤の活用について、「主体的・対話的で深い学び」

の一層の充実を図る観点からその方策をさらに検討する必要があ

る。

２．保健に関する課題

⚫教師の保健の指導内容に対する意義や重要性の認識は高いもの

の、子供を取り巻く現代的な健康課題は絶え間なく変化するととも

に多岐にわたって存在しており、疾病構造や健康課題の変化に対

応できる資質・能力の育成が一層求められている。

⚫日常生活において認識しにくい内容に関する知識及び技能や、健

康の原則・概念と具体的な生活行動とを結び付ける思考力、判

断力、表現力等の育成について課題が見られる。

３．安全に関する課題

⚫安全に関する基礎的な知識の習得は高いものの、日常生活

における多様な危険や事故に対して行動化する実践力の育

成については課題が見られる。また、安全で安心な社会づくりに

参加・貢献するため、主体的・協働的な取組を促す学習の充

実について工夫と改善が求められている。

⚫近年顕在化している社会構造の変化に伴う現代的課題を含

めた様々な課題に対応できる資質・能力の育成が一層求めら

れている。

４．指導に関する環境面の課題

⚫学習指導要領の趣旨を踏まえた着実な指導を行う上で、教

師の負担にも配慮しつつ、外部人材の活用や外部機関との連

携が図られている一方、人材の確保や連携に係る調整等に関

する課題が見られる。

⚫気候変動の影響により、運動・スポーツの実施に関して、場

所、時間、内容に影響が生じている。

⚫運動・スポーツに関する授業を安全かつ効果的に行うためには

適切な活動場所等の確保が必要である一方、施設等の老朽

化やスペース不足、天候への対応について課題が見られる。



ワーキンググループにおける検討事項・論点

１．体育科・保健体育科を通じて育成する資質・能力のあり
方・示し方

⚫ 「学びに向かう力・人間性等」や「見方・考え方」の新しい整
理を踏まえた目標の示し方

⚫中核的な概念等に基づく内容の一層の構造化や、その過
程における必要に応じた精選のあり方

⚫体育科・保健体育科の特質を踏まえた、表形式を活用した
目標・内容の分かりやすい示し方

２．体育科・保健体育科の指導と評価の改善・充実のあり方

⚫デジタル学習基盤の活用や情報活用能力の育成強化を前
提とした、体育科・保健体育科における「主体的・対話的で
深い学び」の一層の充実を図るための方策

⚫資質・能力の育成のために効果的かつ過度な負担が生じに
くい体育科・保健体育科の評価のあり方

３．誰一人取り残さず資質・能力を育む柔軟な教育課程の
あり方

⚫義務教育における調整授業時数制度や、高等学校におけ
る科目の柔軟な組み替えを可能とする仕組みを前提とした
場合に、考えられる教育課程・学習指導の工夫のあり方

⚫教育課程の柔軟化に伴って生じうる課題とそれを防ぐための
運用のあり方

１．運動に関する課題

⚫運動・スポーツに関する学びの本質的な意義や価値の明確化

⚫幼児期からの発達の段階等を踏まえた系統的な指導内容の
あり方

⚫指導内容として示してきた「態度」の考え方

⚫デジタル学習基盤の効果的な活用のあり方

２．保健に関する課題

⚫子供を取り巻く現代的な健康課題や学ぶ価値・意義を踏まえ
た発達段階に応じた学習内容(教科等横断的な視点を含む)

⚫保健の中核的な概念や具体的な生活行動等との関係性に
関する分かりやすい示し方

３．安全に関する課題

⚫学んだ知識を日常生活で行動化する実践力を身に付けるとと
もに、安全で安心な社会づくりに参加・貢献するため、主体的・
協働的な取組を促す学習の充実

⚫社会構造の変化に伴う現代的課題を含めた様々な課題に対
応できる学習内容(教科等横断的な視点を含む)

４．１～３を実現する上での環境整備に関する課題

⚫ カリキュラム・マネジメントの観点等を踏まえた、外部人材の活
用や外部機関との連携

⚫気候変動の影響等を踏まえた、運動・スポーツの実施機会・場
所の在り方など、持続可能性の確保

１．教育課程企画特別部会の議論を踏まえた検討事項 ２．体育・保健体育、健康、安全に関する課題を踏まえた
固有の検討事項
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参考資料・データ



１．体育科・保健体育科の
教育課程



○ 授業時数の増加
 （小１～４、中：90時間→105時間※）※小学１年は102時間

○ 中学１･２年で、武道及びダンスを必修化

平成29～30年改訂

【体 育】 
 （小 学 校）令和２年度から全面実施
○ 運動が苦手な児童や意欲的でない児童への指導の配慮の例を新たに明示
○「水泳運動」(５･６年)に「安全確保につながる運動」を新たに明示
○「ゲーム」(３･４年)に「陣地を取り合うゲーム※」を必修化

※ タグラグビーやフラッグフットボールなど

（中学校・高等学校）中学校は令和３年度から全面実施、高等学校は令和４年度から年次進行で実施
○ 体力や技能の程度、年齢や性別及び障害の有無等に関わらず、運動やスポーツの楽しみ方を共有できるよ

う、共生の視点を踏まえて指導内容を明示
○「体つくり運動」(中学３年･高校)に「実生活に生かす運動の計画」を新たに明示
○「武道」(中学･高校)の授業で扱う種目として９種目※を明記

※柔道、剣道、相撲の他、空手道、弓道、なぎなた、合気道、少林寺拳法、銃剣道

○「体育理論」(中学３年)に、パラリンピックに関する知識を追加
○「水泳」(高校)は、中学校と同様に原則「水中からのスタート」とした

 【保 健】
○ けがの手当（小）や心肺蘇生法（中・高）など、技能に関する指導内容を新たに明示
○ 中学２年の「健康な生活と疾病の予防」に「がんの予防」を新たに明示
○ 高校の「現代社会と健康」に「精神疾患の予防と回復」を新たに明示

学習指導要領（体育・保健体育）

平成20～21年改訂

○ 授業時数の削減
（小･中学校：105時間※→90時間）※小学１年は102時間

○ 小学３･４年に保健領域を新たに設けるとともに、
中･高の保健の指導内容を再整理

平成10～11年改訂
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体育科・保健体育科の系統性

小 学 校 中 学 校 高等学校

運 動
領域等

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 １年生 ２年生 ３年生 入学年次 次の年次 それ以降

体つくりの運動遊び 体つくり運動 体つくり運動 体つくり運動 体つくり運動 体つくり運動

器械・器具を
使っての運動遊び 器械運動 器械運動 器械運動 器械運動 器械運動

走・跳の運動遊び 走・跳の運動 陸上運動 陸上競技 陸上競技 陸上競技

水遊び 水泳運動 水泳運動 水 泳 水 泳 水 泳

表現リズム遊び 表現運動 表現運動 ダンス ダンス ダンス

ゲーム ゲーム ボール運動 球 技 球 技 球 技

武 道 武 道 武 道

体育理論 体育理論

保 健
領域等 保 健 保 健 保 健

年間授業
時数等

102時
間

105時
間

105時
間

105時
間

90時間 90時間
105時
間

105時
間

105時
間

体育 3年間で7～8単位
保健 1単

位
保健 1単

位

必修 選択

◆体育科・保健体育科では、心と体を一体として捉え、生涯にわたって心身の健康を保持増進し豊かなスポーツ
ライフを実現するための資質・能力を育成

◆小学校から高等学校までの12年間の系統性、発達の段階を踏まえて、４年ごとのまとまりで指導内容を体系化

◆小学校から高等学校まで、体育科・保健体育科の授業を１週間で３時間程度実施

卒業後も運動やスポーツに多様な形で
関わることができるようにする時期

多くの領域の学習を経験する時期各種の運動の基礎を培う時期
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保健における体系イメージ

生涯を通じて自らの健康や環境を適切に
管理し、改善していく資質・能力の育成

個人及び社会生活における
健康・安全に関する内容

個人生活における
健康・安全に関する内容

身近な生活における
健康・安全に関する基礎的な内容 小学校

より実践的に

中学校

より科学的に

高等学校

より総合的に
70単位時間

４８単位時間
程度

２４単位時間
程度

8
（出典）生きる力を育む小学校保健教育の手引（文部科学省 平成31年3月）



保健における内容の系統性

9
（出典）生きる力を育む小学校保健教育の手引（文部科学省 平成31年3月）



小学校（保健領域） 中学校（保健分野） 高等学校（科目保健）

「健康な生活」（３年）
・健康な生活
・１日の生活の仕方
・身の回りの環境

「体の発育・発達」(４年)
・体の発育・発達
・思春期の体の変化
・体をよりよく発育・発達させるための生活

「心の健康」（５年）
・心の発達
・心と体との密接な関係
・不安や悩みへの対処

「けがの防止」（５年）
・交通事故や身の回りの生活の危険が原因
となって起こるけがとその防止
・けがの手当

「病気の予防」（６年）
・病気の起こり方
・病原体が主な要因となって起こる病気の
予防
・生活行動が主な要因となって起こる病気
の予防
・喫煙、飲酒、薬物乱用と健康
・地域の様々な保健活動の取組

「健康な生活と疾病の予防」
（１．２．３年）

・健康の成り立ちと疾病の発生要因
・生活習慣と健康
・生活習慣病などの予防
・喫煙、飲酒、薬物乱用と健康
・感染症の予防
・個人の健康を守る社会の取組

「心身の機能の発達と
心の健康」（１年）

・身体機能の発達と個人差
・生殖に関わる機能の成熟と適切な行動
・精神機能の発達と自己形成
・欲求やストレスへの対処と心の健康

「傷害の防止」（２年）
・交通事故や自然災害などによる傷害の発
生要因
・交通事故などによる傷害の防止
・自然災害による傷害の防止
・応急手当

「健康と環境」（３年）
・身体の環境に対する適応能力・至適範囲
・飲料水や空気の衛生的管理
・生活に伴う廃棄物の衛生的管理

「現代社会と健康」
・健康の考え方
・現代の感染症とその予防
・生活習慣病などの予防と回復
・喫煙、飲酒、薬物乱用と健康
・精神疾患の予防と回復

「安全な社会生活」
・安全な社会づくり
・応急手当

「生涯を通じる健康」
・生涯の各段階における健康
・労働と健康

「健康を支える環境づくり」
・環境と健康
・食品と健康
・保健・医療制度及び地域の保健医療機関
・様々な保健活動や社会的対策
・健康に関する環境づくりと社会参加

（原則として、入学年次及びその次
の年次の２か年にわたり履修）

小・中・高等学校の保健の内容
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査について(結果のポイント）

【目的】
小学校学習指導要領の次期改訂に資するため、今次改訂の改善事項を中心に、各教科等の目標や内容に照らした児童の学習の実現状況について調査
研究を行い、検討の基礎となる客観的データ等を得るとともに、教育課程の基準に係る課題の有無及びその内容等を検証・総括する。

【時期、対象学年及び教科等】
〇調査時期：令和５年２月６日（月）から令和５年３月３日（金）
〇調査対象：公立小学校 1,170校（義務教育学校前期課程含む） ※全学校の約７％、無作為抽出

実施児童数（延べ） 120,378人
〇内容 ：各教科で、①今次改訂の基本方針に関する事項、②各教科等の主な改善事項（今回の改訂で新設された事項、学年及び学校種を超え

て移行した事項）、③従来より課題とされている事項の視点に基づくペーパーテスト調査を実施するとともに、一部教科で実技調査
を実施。あわせて、児童、教師、学校長を対象としたアンケート調査を実施。
（教師、学校長については、オンライン形式にて実施。）

・ペーパーテスト調査：第３～６学年 国語、社会、算数、理科、音楽、図画工作、家庭、体育（運動領域、保健領域）、外国語（英語）
・アンケート調査（学校）（児童、教師）：第２～６学年 生活、特別の教科道徳、総合的な学習の時間、特別活動、外国語活動
・実技調査：第６学年 図画工作、家庭、体育（運動領域）、外国語（英語）

調査の概要

教育課程全体に係るアンケート調査
◯主体的・対話的で深い学びや、資質能力の３つの柱、見方・考え方などの学習指導要領が提唱する基本的な考え方については、現場
の教育課程や学習指導の改善等に良い効果を与えたとの回答が多く見られる。
◯学習指導要領の趣旨実現を妨げる要素としては、多忙化や人員確保、研修時間の確保などの回答が多い。
◯標準授業時数について、教育課程編成に係る学校の裁量を広げることについては、多くの学校が賛成。年間授業時数を確保した上で、
教科間の授業時数の調整を可能とするような取組を行ってみたいとする学校が多い。

生活、特別の教科道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動のアンケート調査の結果から（Ｐ228～232）
〇アンケート調査では、学習状況や学校生活等について概ね肯定的な回答が多く見られるが、同様の趣旨の項目において、教師の認
識と児童の受け止めに差があるなど、課題が一部で見られる。

各教科のペーパーテスト調査の結果から
○「知識・技能」について、事実的な「知識」は一定程度の定着が見られるものもある一方、 「知識」の概念としての習得や、習得し
た「知識」を日常生活に当てはめたり、現実の事象と関連づけて理解することには一部に課題があると考えられる。
○「思考力・判断力・表現力等の育成」の観点から、例えば児童が具体的な問いを見いだす点等については、定着が見られるものもあ
ると考えられる一方、目的に応じた課題解決、自分の考えや根拠を明確に説明するといった点については、課題があると考えられる。

（主なポイント）
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育科(運動領域)）

○今回の学習指導要領改訂により、「共生」の視点が新たに示さ
れた。

○「学びに向かう力、人間性等」に関連し、共生の理解を問う問
題を出題。 【通過率 90.6％】

※本調査は、「学びに向かう力、人間性等」に関する理解度を把握するものであるこ
とに留意が必要である。

「互いの動きや考えのよさを認め合うこと」の問題例（別紙１参照）○「知識及び技能」として、知識を技能と関連付けて示す。
○「思考力、判断力、表現力等」として、表現力を新たに示す。
○「学びに向かう力、人間性等」として、従前に引き続き内容を示すと
ともに、共生の視点を新たに示す。

１．平成29年学習指導要領の主な改訂のポイント

○互いの動きや考えのよさを認め合うことのように運動やスポーツの価
値である、公正、協力、責任、参画、共生、健康・安全等に関する態
度の理解については、相当数の児童ができている。

○体ほぐしの運動の目的の理解や、クロールにおける自己の能力に適し
た課題の解決の仕方を工夫することに関する思考力、判断力について
は課題があると考えられる。

２．学習指導要領実施状況調査から明らかとなった成果と課題

○指導上の改善点
・体ほぐしの運動の目的や必要性について、教師が理解し、授業にお
いて丁寧に言葉で児童に説明したり、活動を通して理解できるよう
にしたり、活動後に価値付けたりするなどして、その意味を児童が
理解できるようにする。

・クロールの呼吸の仕方に関する課題に応じた様々な練習方法につい
て、教師が理解し、授業において適切に児童に提示することが求め
られる。

３．２の成果と課題を踏まえた改善の方向性

４．調査問題例（ペーパーテスト小学校/体育科（運動領域））

「 体ほぐしの運動の目的を理解すること」の問題例（別紙２参照）

〇前回調査では、体ほぐしの運動の目的の理解に課題があると考
えられた。

○「知識及び運動」に関連し、体ほぐしの運動の目的を理解する
ことを問う問題を出題。 【通過率 37.3％】

「クロールの自己の能力に適した課題の解決の仕方を工夫する
こと」の問題例（別紙２参照）

○前回調査では、クロールの自己の能力に適した課題の解決の仕
方の思考・判断に課題があると考えられた。

○「思考力、判断力、表現力等」に関連し、課題の解決の仕方を
工夫することの理解を問う問題を出題。 【通過率 38.5％】
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育科(運動領域)）
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育科(運動領域)）



○「地域の様々な保健活動」を行っている場所を記述する
問題を出題。 【通過率 40.８％】

○「心と体の密接な関係」について、心と体の影響の具体
例を選択する問題を出題。

「体から心への影響」の具体例を選択する問題 (体調がよ
いと「やる気が出る」を選択した児童)【通過率 59.4％】

「心から体への影響」の具体例を選択する問題(不安がある
と「おなかが痛くなる」を選択した児童)

【通過率 39.1％】

「日常生活において認識しにくい内容」に関する問題例
（別紙３参照）

令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育(保健領域)）

○健康によい環境を整えることについての説明から、正し
い説明を選択する問題を出題。【通過率 93.９％】

○「自転車転倒事故の発生原因となった、人の行動とまわ
りの環境」を選択する問題を出題。

人の行動 【通過率 93.1％】
まわりの環境【通過率 90.7％】

「健康・安全に関する基礎的な内容」に関する問題例
（別紙１参照）

○生涯にわたって健康を保持増進する資質・能力を育成することができるよ
う、「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう
力、人間性等」に対応した目標、内容に改善する。

○自己の健康の保持増進や回復等に関する内容を明確化し、「技能」に関連
して心の健康、けがの防止の内容の改善を図るとともに、運動領域との一
層の関連を図った内容等について改善する。

１．平成29年学習指導要領の主な改訂のポイント

「健康の原則や概念と具体的な生活・行動とを結び付けて
思考・判断し、表現する力の育成」に関する問題例

（別紙４参照）

〇「知識及び技能」の習得の観点から、身近な生活における健康・安全に関
する基礎的な内容については、相当数の児童ができている設問があるが、
日常生活において認識しにくい内容については、課題があると考えられる
設問がある。

〇「思考力、判断力、表現力等」の育成の観点から、保健の授業で学んだ内
容を分類・選択することについては相当数の児童ができている設問がある
一方、健康の原則や概念と具体的な生活・行動とを結び付けて考えること
については、課題があると考えられる設問がある。

２．学習指導要領実施状況調査から明らかとなった成果と課題

〇指導上の改善点
・健康・安全に関する基礎的な内容を踏まえ、日常生活において認識しに
くい内容について、より理解を深めることができるような指導を重視

・生活経験や学習を通してもっている知識と、保健の授業で新たに学んだ
ことを比較したり、関連付けたりすることができるような指導を重視

・身近な健康情報から課題を発見し、解決する方法を選択したり、その理
由を説明したりすることができるような指導を重視

３．２の成果と課題を踏まえた改善の方向性

４．調査問題例（ペーパーテスト小学校/保健）

「授業で学んだ内容を分類・選択すること」に関する問題例
（別紙２参照）
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育(保健領域)）
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育(保健領域)）
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育(保健領域)）
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令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査の結果について（体育(保健領域)）



令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査
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20
（出典）令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査 第６学年回答 一部抜粋



令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査

（出典）令和４年度 小学校学習指導要領実施状況調査 第６学年回答 一部抜粋

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

各教科の「学習をすればふだんの生活や社会に出て役立つ」

そう思う どちらかというとそう思う

69.6

82.6

21



令和５年度 中学校学習指導要領実施状況調査の結果について（保健体育（体育分野））《速報版》

○豊かなスポーツライフを実現する基礎を培うことを重視し、資質・能力の三
つの柱ごとの指導内容の一層の明確化を図る。

○共生の視点を重視し、体力や技能の程度、性別や障害の有無等にかかわらず、
運動やスポーツの多様な楽しみ方を共有することができるよう指導内容の充
実を図る。

１．平成29年学習指導要領の改訂の主なポイント

【実技調査】

○「提示された動きのポイントやつまずきの事例を参考に、仲間の課
題や出来映えを伝えること(行い方)」【通過率 93.8％】

○一人一人の違いに応じた課題や挑戦及び修正などを認めようとする
こと【通過率 81.5％】

〇「学びに向かう力、人間性等」のうち、公正、協力、参画、共生、健康・安
全に関する態度の理解については、相当数の生徒ができている。

〇 「知識及び技能（運動）」の、「体の動かし方や行い方」の理解や「思考力、
判断力、表現力等」の知識を活用して課題を発見したり解決策を選択したり
することなどに課題のある設問が見られる。

〇実技調査については、ペーパーテストでは課題の見られた項目も含め、ほと
んどの問題で相当数の生徒ができている。

２．学習指導要領実施状況調査から明らかとなった成果と課題

○指導上の改善点
・「学びに向かう力、人間性等」については、体育分野においては具体的な
指導内容が示されており、引き続きこれらの指導の充実を図る。

・知識については、具体的な知識（「何を」「どのように」）と汎用的な知
識（「何のために」「なぜ」）を関連させた指導の一層の充実を図る。

・運動実践につながる態度(共生)に関する「思考力、判断力、表現力等」に
ついては、指導場面や指導方法の充実を図る。

３．２の成果と課題を踏まえた改善の方向性

４．調査問題例（ペーパーテスト・実技 中学校/保健体育(体育分野)）

器械運動（マット運動）の「(体の動かし方や運動の行い方
に関する)思考力、判断力、表現力等」に関する調査内容例
（別紙４参照）

球技（ゴール型）の「学びに向かう力、人間性等(共生)」に
関する調査内容例（別紙４参照）

○「一人一人の違いに応じた課題や挑戦及び修正などを認めようとす
ること」について適切な行動を選ぶ問題を出題【通過率 84.2％】

球技の「学びに向かう力、人間性等(共生)」の理解に関する
問題例（別紙１参照）

○「体ほぐしの運動」のねらいに応じた行い方として不適切なものを
選ぶ問題を出題【通過率 31.6％】

○「体力や技能の程度，性別等の違いを踏まえて，仲間とともに楽し
むための練習やゲームを行う方法を見付け，仲間に伝えること(共生
の思考・判断・表現)」という課題についての意見交換で、課題の解
決に適切な意見を選ぶ問題を出題【通過率 46.3％】

球技の「(運動実践につながる態度に関する)思考力、判断
力、表現力等」に関する問題例（別紙３参照）

体ほぐしの運動の「知識及び運動」の理解に関する問題例
（別紙２参照）
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令和５年度 中学校学習指導要領実施状況調査の結果について（保健体育（体育分野））《速報版》
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令和５年度 中学校学習指導要領実施状況調査の結果について（保健体育（体育分野））《速報版》
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令和５年度 中学校学習指導要領実施状況調査の結果について（保健体育（体育分野））《速報版》



「日常生活において認識しにくい内容」に関する問題例
                                                                             （別紙４参照）

〇心肺蘇生法の胸骨圧迫における、具体的な実施方法を選択する問題
を出題

圧迫する深さ【通過率 49.7％】
圧迫のテンポ【通過率 31.6％】

令和５年度 中学校学習指導要領実施状況調査の結果について（保健体育（保健分野））《速報版》

「健康・安全に関する基礎的な内容」に関する問題例
（別紙１・２参照）

〇予防接種に関する説明の中から、正しいものを選択する問題を出題
  【通過率 91.7％】

〇緊急地震速報に関する説明の中から、正しいものを選択する問題を
出題  【通過率 83.0％】

○生涯にわたって健康を保持増進する資質・能力を育成することができるよ
う、「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう
力、人間性等」に対応した目標、内容に改善する。

○自他の健康の保持増進や回復等に関する内容を明確化し、「技能」に関連
して傷害の防止の内容の改善を図るとともに、体育分野との一層の関連を
図った内容等について改善する。

１．平成29年学習指導要領の主な改訂のポイント

〇「知識及び技能」の習得の観点から、個人生活における健康・安全に関す
る基礎的な内容については、相当数の生徒ができているものの、日常生活
において認識しにくい内容については、課題があると考えられる設問があ
る。

〇「思考力、判断力、表現力等」の育成の観点から、保健の授業で学んだ内
容に基づき適切な行動を選択することについては相当数の生徒ができてい
るものの、健康の原則や概念と具体的な生活行動とを結び付けて考えるこ
とについては、誤答にも留意する必要があると考えられる。

２．学習指導要領実施状況調査から明らかとなった成果と課題

〇指導上の改善点
・健康・安全に関する基礎的な内容を踏まえ、日常生活において認識しに
くい内容について、より理解を深めることができるような指導を重視。

・生活経験を通してもっている知識について、科学的なデータや根拠に基
づき、概念的な理解を深めることができるような指導を重視。

・健康の原則や概念と具体的な生活行動とを結び付けて考えることができ
るような指導を重視。

３．２の成果と課題を踏まえた改善の方向性

４．調査問題例（ペーパーテスト 中学校/保健体育（保健分野））

「保健の授業で学んだ内容に基づき適切な行動を選択するこ
と」に関する問題例（別紙３参照）

〇感染症の予防に関する事例から、適切な行動を選択する問題を出題
【通過率 93.3％】

一定程度の生徒はできているが、誤答にも留意する必要があ
る問題例（別紙５・６参照）

〇がんの特徴について正しいものを選択する問題を出題
「異常な細胞が増殖する病気」を選択【通過率 62.5%】
ただし誤答として、「５人に１人くらいがかかる病気」を29.4%が
選択

〇薬を飲む量に関する資料を読み取り、過剰な使用による健康課題に
ついて誤っているものを選択する問題を出題
「主作用が適度にあらわれる」を選択【通過率 60.8%】
ただし誤答として、「生命に危険がある」を14.7%、「過度の主作用」
を12.4%、「副作用が現れやすい」を11.9%がそれぞれ選択
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２．体育科・保健体育科の
指導体制



教員免許制度の概要
令和４年7月28日現在

35（出典）総合教育政策局教育人材政策課教員免許企画室作成



教員の平均年齢の推移（本務教員）

（出典）令和４年度学校教員統計調査の結果をもとにスポーツ庁作成
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○小学校で常勤の体育専科教員を配置している学校の割合は8.3%（令和7年度）
○小学校における教員の平均年齢は、男性教員で42.6歳、女性教員で41.7歳（令和4年度）
○小学校で体育の指導を補助する外部人材を配置している学校の割合は39.8%（令和7年度）

小学校における体育の指導体制について

（出典）「学校教員統計調査」
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○中学校における教員の平均年齢は、男性教員で43.4歳、女性教員で42.4歳（令和4年度）
○中学校で体育の指導を補助する外部人材を配置している学校の割合は33.6%（令和7年度）

中学校における保健体育の指導体制について

（出典）「学校教員統計調査」
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○高等学校における教員の平均年齢は、男性教員で46.5歳、女性教員で43.9歳（令和4年度）

高等学校における保健体育の指導体制について

（出典）「学校教員統計調査」
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S52 S55 S58 S61 H元 H4 H7 H10H13H16H19H22H25H28 R元 R4

高等学校教員の平均年齢

男性 女性

（％）

7.8

91.8

0.4
免許状別教員構成（保健体育）

専修

1種

その他

（注）・同一免許教科で専修及び1種の両方を所有している教員は専修に計上。
・「その他」とは，教育職員免許法附則第2項に該当する者並びに特別免許状
及び臨時免許状の所有。
・「柔道」「剣道」の免許状については「1種」として計上。

（％）

2.8%

9.8%

13.5%

12.4%

11.7%

11.9%

11.6%

14.5%

11.8%

0% 10% 20%

25歳未満

25～30歳…

30～35歳…

35～40歳…

40～45歳…

45～50歳…

50～55歳…

55～60歳…

60歳以上

教員の年齢構成（保健体育）

（出典）令和４年度「学校教員統計調査」

（出典）令和4年度「学校教員統計調査」の結果をもとにスポーツ庁作成

※本務教員のうち主幹
教諭、指導教諭、教諭、
助教諭及び講師の人数
を元に算出した推計値

※担任教科別教員構成
を元に本務教員のうち
保健体育を担当してい
る教員について算出
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運動領域ごとの外部人材活用状況の推移

（出典）全国体力・運動能力、運動習慣等調査

運動領域 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

体つくり運動 8.5% ー 9.1% 7.8% 7.4% 8.9% 8.8%

器械運動 3.8% ー 3.9% 3.6% 3.1% 2.9% 2.7%

陸上競技 6.3% ー 6.9% 5.7% 6.3% 6.4% 5.7%

水泳 10.8% ー 10.6% 13.0% 12.8% 14.0% 15.5%

球技 9.7% ー 11.2% 9.2% 9.3% 11.7% 12.5%

武道 44.1% ー 43.9% 37.2% 34.1% 31.0% 27.5%

ダンス 25.5% ー 25.4% 24.8% 23.6% 24.0% 23.3%

体育理論 2.5% ー 3.3% 2.4% 2.9% 2.2% 2.2%

保健 31.7% ー 31.2% 36.3% 40.6% 42.2% 45.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

中学校

体つくり運動 器械運動 陸上競技
水泳 球技 武道
ダンス 体育理論 保健

運動領域 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

体つくり運動系 23.9% ー 27.8% 23.6% 24.1% 25.4% 25.6％

器械運動系 20.9% ー 22.8% 18.3% 16.8% 15.7% 15.8%

陸上運動系 31.0% ー 32.4% 29.8% 29.5% 29.2% 28.1%

水泳運動系 50.4% ー 36.5% 44.3% 46.1% 47.5% 46.1%

ボール運動系 28.6% ー 30.8% 29.7% 33.1% 33.1% 35.7%

表現運動系 15.7% ー 15.5% 14.7% 14.4% 13.9% 14.6%

保健 10.2% ー 6.3% 8.0% 6.4% 6.2% 7.9%

0%

20%

40%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

小学校

体つくり運動系 器械運動系 陸上運動系 水泳運動系

ボール運動系 表現運動系 保健
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41

（出典）令和６年度公立小・中学校等における教育課程の編成・実施状況調査



３．体育・保健体育等に関する
調査結果等



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要

45

令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果

「体育・保健体育の授業で、運動やスポーツが苦手な児童な児童生徒いる場合にどのよ
うな取組をしているか」



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果

体育・保健体育の授業におけるICTの活用頻度

体育/保健体育の授業でICTを活用している場合、どのように活用していますか。（複数回答可）



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要
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令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果



令和６年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の概要

53

令和７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果
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55.1 53.6 
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57.6 55.8 

61.8 
58.5 

54.4 
54.7 

55.6 55.0 

49.9 

53.0 
51.0 

58.3 

54.1 
50.2 49.4 49.6 48.8 

18.2 19.2
20.8

25.2 24.9

31.0 30.9

32.5
32.8

35.0

30.7 31.5
29.6

30.3
27.9

41.8

35.3 34.4
38.5 38.3

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

週1日以上(20歳以上全体)

週1日以上(20歳以上男性)

週1日以上(20歳以上女性)

週1日以上(20歳以上障害のある人)

週1日以上(7～19歳障害のある人)

20歳以上のスポーツ実施率の状況（成人・障害のある人）
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※第３期スポーツ基本計画（R5年度～8年度）においては、「成人のスポーツ実施率」は「20歳以上のスポーツ実施率」を用いて評価することとしている。
※運動・スポーツ種目については、スポーツの捉え方に関するその時々の状況を踏まえて検討をしている。

第３期スポーツ基本計画の目標

成 人
障害のある人（成 人）
障害のある人（若年層）

：週1回以上のスポーツ実施率 70%
：週1回以上のスポーツ実施率 40%程度
：週1回以上のスポーツ実施率 50%程度

＜出典＞成人：スポーツ庁 「スポーツの実施状況等に関する世論調査」（平成28年度から）
障害のある人（成人）、（若年層）：「障害者のスポーツ参加促進に関する調査研究」（平成25年度から令和２年度まで） 「障害児・者のスポーツライフに関する調査研究」（令和３年度から）



する・みる

34.0％
（7.0点）

する のみ

11.3％
（6.6点）

みる のみ

25.6％
（6.2点）

年代別の運動・スポーツの実施時間

55
※令和７年度｢スポーツの実施状況等に関する世論調査｣／スポーツ庁

※「学生」の年齢範囲：18歳～24歳

※   の大きさは、実施者数を表現したもの
※図中の縦線及び横線は、中央値を示している

○20歳以上の１週間あたりの運動・スポーツ実施時間の中央値は、69.0分
（男性90.0分、女性59.8分）となっている。

○性年代別にみると、男女ともに20代～50代の子育て・働き盛り世代と、
60代以上の世代で大きな差があり、特に20代～50代女性の運動・スポーツ
実施時間が１週間あたり30～40分程度と顕著に短く、同世代の男性と比べ
ても半分程度にとどまっている。

高頻度・短時間

高頻度・長時間

低頻度・短時間 低頻度・短時間



する・みる

34.0％
（7.0点）

する のみ

11.3％
（6.6点）

みる のみ

25.6％
（6.2点）

※令和７年度｢スポーツの実施状況等に関する世論調査｣／スポーツ庁

○ 20歳以上の週１日以上の「運動・スポーツ実施率」（スポーツ実施率）は、51.7％、週１日以上の「運動・スポーツ

を実施したいと思う者の割合」（スポーツ実施希望率）は、63.3％と11.6ポイントの乖(かい)離がみられる。

○ 特に40代～50代女性では、それぞれ14.3ポイント、14.2ポイントとその乖(かい)離が大きい。

年代別のスポーツ実施率とスポーツ実施希望率

56

※「学生」の年齢範囲：18歳～24歳
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する・みる

32.5％
（7.0点）

する のみ

12.3％
（6.5点）

みる のみ

24.7％
（6.2点）

51.7％

65.4％

する

みる

9.0％

ささえる スポーツに参画しなかった

21.4％（5.6点）

スポーツに参画しなかった

21.4％（5.6点）

する のみ

12.3％
（6.5点）

する・みる

32.5％
（7.0点）

みる のみ

24.7％
（6.2点）

スポーツに参画した

78.6％（6.8点）

する・みる・
ささえる

6.3％
（7.7点）

する・みる・
ささえる

6.3％
（7.7点）

みる・ささえる

1.9％（7.1点）

ささえる のみ

0.3％（6.6点）

する・ささえる

0.5％（7.5点）

※週に1日以上

参画率割合（幸福感得点）

例）○.○％（○.○点）

（R6：80.6%）

（R6：19.4%）
※「する」の割合は、「この1年間に運動やスポーツを実施した日数」で週１日以上と回答した者の割合
※「みる」の割合は、“直接現地で”または“テレビやインターネットで”のいずれかを観戦した者の割合
※「ささえる」の割合は、「運動・スポーツをささえる活動」で「行っていない」と「わからない」を除いた割合

国民のスポーツ参画状況（する・みる・ささえる）と幸福感

スポーツへの参画の仕方によって幸福感に
差があり、複合的な参画ほど幸福感が高ま
る傾向がみられ、「する・みる・ささえ
る」すべてに参画した者は、日常生活の幸
福感（7.7 点／10 点満点）が最も高い。

※令和７年度｢スポーツの実施状況等に関する世論調査｣／スポーツ庁



令和５年度におけるがん教育の実施状況調査の結果

外部講師を活用したがん教育の実施状況（学校段階別）

学習指導要領（中学校及び高等学校の保健体育科）に
「がんについて取り扱う」ことを明記

○ 中学校 ：平成29年３月改訂
令和３年度全面実施

○ 高等学校：平成30年３月改訂
令和４年度入学生より年次進行で実施

10.6%

16.4%

11.2%

0% 5% 10% 15%

小学校

中学校

高等学校

(+1.7)

(+1.1)

(-0.5)

１．外部講師活用状況

全体
12.5%
(+1.1)

※(    )は令和４年度比

調査対象：全国の学校（国公私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校）
調査対象期間：令和５年４月１日～令和６年３月31日
回答総数：35,883校

１．外部講師を活用したがん教育の実施状況について
「実施した」と回答した学校数は、4,459校（12.5%）であった。令和４年度は4,091校（11.4％）であり、

1.1％上昇した。

２．外部講師を活用しなかった理由について
外部講師を活用しなかった理由について、「指導時間が確保できなかった」と回答した学校数が14,345校
（45.8%）、「適当な講師がいなかった」が6,947校（22.2%）」、「講師謝金等の経費が確保できなかっ
た」が3,703校（11.8%）、「その他」が10,574校（33.7%）であった。

３．活用した外部講師の職種について
外部講師を活用してがん教育を実施した学校が活用した外部講師の職種は、「医師」と回答した学校が
1,846校（41.5%）、「がん経験者」が1,135校（25.5%）であった。
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全体

平均値 10.6%

小学校

平均値 16.4%

中学校

平均値 11.2%

高等学校

令和５年度におけるがん教育の実施状況調査の結果（都道府県別）

※割合（％）の分母は、回答した全ての学校数

令和５年度に外部講師を活用したがん教育を実施した学校の割合（国公私立）

参考
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(+1.9)

(+4.1)

(+4.6)

(+2.0)

３．外部講師の職種
活用した外部講師の職種 （複数回答可）

２．外部講師を活用しなかった理由
外部講師を活用しなかった理由（複数回答可）

22.2%

11.8%

45.8%

8.4%

33.7%

0% 20% 40% 60%

適当な講師がいなかった

講師謝金等の経費が確保できなかった

指導時間が確保できなかった

医療従事者やがん患者・経験者等が

参画・出演して作成された

資料や動画等を活用したため

その他

医師41.5%

19.2%

7.8%

14.5%

12.2%

11.1%

11.1%

25.5%

2.3%

9.9%

1.6%

2.8%

7.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

がん専門医

学校医

その他の医師

薬剤師

保健師

看護師

がん経験者

がん罹患者の家族等

がん関連団体等職員

保健所職員

大学教員等

その他
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精神疾患を有する外来患者数の推移

https://www.mhlw.go.jp/content/11121000/001374464.pdf

精神保健医療福祉の現状等について（厚生労働省）
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青少年による一般医薬品の濫用

https://www.mhlw.go.jp/content/10601000/001230826.pdf

一般用医薬品の濫用に対する取組について（厚生労働省）
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梅毒報告数の推移

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html 63

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html


年代別にみた梅毒報告数（2024年）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html 64

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/syphilis.html


HIV感染者およびAIDS患者の年間新規報告数の推移

https://api-net.jfap.or.jp/status/japan/data/2023/nenpo/r05gaiyo.pdf

65

https://api-net.jfap.or.jp/status/japan/data/2023/nenpo/r05gaiyo.pdf
https://api-net.jfap.or.jp/status/japan/data/2023/nenpo/r05gaiyo.pdf
https://api-net.jfap.or.jp/status/japan/data/2023/nenpo/r05gaiyo.pdf


66



67



４．体育・保健体育等に関する
動向等



スポーツ基本法及びスポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律の
一部を改正する法律の概要

スポーツ基本法の制定から14年、スポーツを取り巻く社会環境は大きく変化。健康長寿社会や共生社会の実現、地域や経済の活
性化、デジタル化の中での人との豊かなつながりなど、スポーツを通じた社会課題の解決に期待が高まっている現状に対応するとともに、
ウェルビーイングの向上に向け、スポーツ権の実質化を図る観点から、所要の改正を行う。

趣 旨

１．スポーツ基本法

一 前文
⑴スポーツに親しむことのできる機会の確保等（※基本理念にも規定）
⑵多様な国民一人一人の生きがい 及び幸福の実現等（〃）
⑶スポーツと文化芸術等の他の分野との連携
⑷スポーツの果たす役割における、いわゆる「する」「見る」「支える」

       「集まる」「つながる」の明示

二 基本理念
⑴スポーツによる地域振興の推進
⑵スポーツによる健康で活力に満ちた長寿社会の実現
⑶スポーツによる共生社会の実現
⑷国際的な規模のスポーツの競技会の例示の追加

三 スポーツ団体の努力等
・スポーツ団体は、その運営基盤を強化し、健全な運営の確保を図るよう努めるもの

     とすること。
・国等が連携を図る関係者として、スポーツ、文化芸術その他の分野の民間事業者

     の明記

四 地方スポーツ推進計画
・都道府県及び市町村の教育委員会等が共同して定めることができる旨の明記
・スポーツに関連する他の計画と一体のものとして定めることができる旨の追加

概 要

２．スポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律

国等が連携を図る関係者として、「一般社団法人日本スポーツフェアネス推進機構」を位置付ける｡概 要

五 基本的施策
１ スポーツの推進のための基礎的条件の整備等
⑴まちづくりとの一体的なスポーツ施設の整備等（スポーツコンプレックス）
⑵スポーツ事故の防止等に係るスポーツの実施のための環境整備及び気候の変
動への対応についての留意
⑶スポーツに関する諸科学の例示の追加
⑷スポーツの推進に寄与する情報通信技術の活用のための環境の整備等
⑸部活動の地域展開等をはじめとする発達段階に応じたスポーツの推進等
⑹スポーツ産業の事業者が果たす役割の明示等

２ 多様なスポーツの機会の確保のための環境の整備
⑴多様な需要に応じたスポーツを楽しむ機会等の確保（スポーツホスピタリティ）
⑵情報通信技術を活用したスポーツの機会の充実（eスポーツ）

３ 全国的な規模のスポーツの競技会等に関する規定についての所要の改正
⑴名称の変更（全国パラスポーツ大会等）
⑵国民スポーツ大会及び全国パラスポーツ大会の意義の明示等
⑶国際競技大会の我が国への招致等の適正の確保
⑷企業等が果たす役割の明示

４ スポーツの公正及び公平の確保等
⑴暴力等の防止
⑵スポーツに係る競技の不正な操作等の防止
⑶ドーピング防止活動の推進
⑷スポーツの公正の確保等のための具体的な役割を担うスポーツ団体の組織運営
に関する指導等の状況についての報告等

六 スポーツの振興のために必要な資金等
スポーツの振興に関する知識、人材及び資金の好循環の実現等

69



70



71



中学生世代の人口数は4月1日時点において12～14歳の者の数
厚生労働省作成「人口動態統計」月報（2023年４月）」により算出するとともに、将来の出生者数について、国立社会保障・人口政策研究所作成「日本の将来
推計人口（令和５年推計）詳細結果表」の「１．出生中位（死亡中位）推計」）を基に算出。

⚫ 学校数の減少、それ以上に進む少子化で生徒数／学校はさらに小さくなる中、部活動は持続困難

部活動改革の背景（少子化・人口減少の加速化）

（年）

4,883,209 

3,763,341 

3,565,874 

3,222,376 

2,586,496 
2,321,000 

2,178,000 
1,883,000 

1,627,000 
1,514,000 

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

1993 2003 2013 2023 2033 2043 2053 2063 2073 2083

中学生世代の今後の人口動向の推計
（人

▲１９．８％

▲９．６％

2023年～2033年の10年間で
約２割、60万人強が減
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（出典）（公財）日本中学校体育連盟「加盟校・加盟生徒数調査」の調査結果を元に作成

競技 H25 R5

バスケットボール 315,354 284,551

ソフトテニス 371,121 278,750

卓球 238,854 220,288

バレーボール 211,259 209,216

陸上競技 226,692 199,969

サッカー 258,291 157,170

軟式野球 245,219 133,725

バドミントン 127,239 132,512

剣道 98,913 68,026

水泳競技 48,358 34,879

テニス 42,883 34,668

ハンドボール 32,205 26,745

ソフトボール 50,418 26,242

柔道 35,809 23,131

弓道 12,269 11,451

ラグビー 7,152 5,887

体操競技 6,387 4,115

新体操 4,825 3,202

空手 2,315 2,176

スキー 2,641 1,918

ホッケー 1,545 1,434

アーチェリー 763 766

なぎなた 834 696

相撲 1,343 655

スケート 550 467

アイスホッケー 500 395

レスリング 96 140

フィギュア 51 22

合計 2,343,886 1,863,196

H25との比較
増減率 増減

-9.77% -30,803

-24.89% -92,371

-7.77% -18,566

-0.97% -2,043

-11.79% -26,723

-39.15% -101,121

-45.47% -111,494

4.14% 5,273

-31.23% -30,887

-27.87% -13,479

-19.16% -8,215

-16.95% -5,460

-47.95% -24,176

-35.40% -12,678

-6.67% -818

-17.69% -1,265

-35.57% -2,272

-33.64% -1,623

-6.00% -139

-27.38% -723

-7.18% -111

0.39% 3

-16.55% -138

-51.23% -688

-15.09% -83

-21.00% -105

45.83% 44

-56.86% -29

-20.51% -480,690

バスケットボール

ソフトテニス

卓球

バレーボール
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幼児期運動指針（抜粋）

幼児期における運動の意義
幼児は心身全体を働かせて様々な活動を行うので、心身の様々な側面の発達にとって必要な経験が相互に関連し合い積み重ねら
れていく。このため、幼児期において、遊びを中心とする身体活動を十分に行うことは、多様な動きを身に付けるだけでなく、心肺機能や
骨形成にも寄与するなど、生涯にわたって健康を維持したり、何事にも積極的に取り組む意欲を育んだりするなど、豊かな人生を送るた
めの基盤づくりとなることから、以下のような様々な効果が期待できる。

（1） 体力・運動能力の向上
体力は人間の活動の源であり、健康の維持のほか、意欲や気力といった精神面の充実にも大きくかかわっており、人が生きていくため
に重要なものである。特に幼児期は、神経機能の発達が著しく、タイミングよく動いたり、力の加減をコントロールしたりするなどの運動を
調整する能力が顕著に向上する時期である。この能力は、新しい動きを身に付けるときに重要な働きをする能力であるとともに、周りの
状況の的確な判断や予測に基づいて行動する能力を含んでおり、けがや事故を防止することにもつながる。このため、幼児期に運動を
調整する能力を高めておくことは、児童期以降の運動機能の基礎を形成するという重要な意味を持っている。
また、日ごろから体を動かすことは、結果として活動し続ける力（持久力）を高めることにもつながる。

（2）健康的な体の育成
幼児期に適切な運動をすると、丈夫でバランスのとれた体を育みやすくなる。特に運動習慣を身に付けると、身体の諸機能における発
達が促されることにより、生涯にわたる健康的で活動的な生活習慣の形成にも役立つ可能性が高く、肥満や痩身を防ぐ効果もあり、
幼児期だけでなく、成人後も生活習慣病になる危険性は低くなると考えられる。また、体調不良を防ぎ、身体的にも精神的にも疲労
感を残さない効果があると考えられる。

（3）意欲的な心の育成
幼児にとって体を動かす遊びなど、思い切り伸び伸びと動くことは、健やかな心の育ちも促す効果がある。また、遊びから得られる成功
体験によって育まれる意欲や有能感は、体を活発に動かす機会を増大させるとともに、何事にも意欲的に取り組む態度を養う。

（4）社会適応力の発達
幼児期には、徐々に多くの友達と群れて遊ぶことができるようになっていく。その中でルールを守り、自己を抑制し、コミュニケーションを取
り合いながら、協調する社会性を養うことができる。

（5）認知的能力の発達
運動を行うときは状況判断から運動の実行まで、脳の多くの領域を使用する。すばやい方向転換などの敏捷な身のこなしや状況判
断・予測などの思考判断を要する全身運動は、脳の運動制御機能や知的機能の発達促進に有効であると考えられる。
幼児が自分たちの遊びに合わせてルールを変化させたり、新しい遊び方を創り出したりするなど、遊びを質的に変化させていこうとするこ
とは、豊かな創造力も育むことにもつながる。

80（平成24年３月・文部科学省）



幼児期に外遊びをよくしていた小学生は、日常的に運動し、体力も高い。

（出典）令和元年度スポーツ庁「体力・運動能力調査」

幼児期の運動遊びと運動能力等との相関

入学前の外遊びの実施状況別に見た運動・スポーツ実施状況（10歳）

入学前の外遊びの実施状況別に見た新体力テスト合計点（10歳）
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保護者のフィジカルリテラシーと子供の運動能力・心理的健康との相関

フィジカルリテラシーが高い保護者の子どもはたくさん活発な遊びをしている。

82

低 P L 高

低 P L 高 低 P L 高

低 P L 高

（出典）令和6年度幼児期からの運動習慣形成プロジェクト全国シンポジウム「全国調査結果の報告」（順天堂大学）をもとにスポーツ庁作成



（出典）令和6年度幼児期からの運動習慣形成プロジェクト全国シンポジウム「全国調査結果の報告」（順天堂大学）をもとにスポーツ庁作成

保護者のフィジカルリテラシーと子供の運動能力・心理的健康との相関

保護者のフィジカルリテラシーは、子供の運動
能力・心理社会的健康と関連する
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趣 旨
「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（令和2年6月「性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議」決定）に基づき、内閣府・文

部科学省が連携し、有識者の意見も踏まえ、「生命（いのち）の安全教育」のための教材及び指導の手引きを作成。これにより、性犯罪・

性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないための教育を推進。

「生命（いのち）の安全教育」教材・指導の手引き等について

教材・指導の手引き等の内容

・発達段階に応じた、「生命（いのち）を大切にする」「加害者にならない」「被害者にならない」「傍観者にならない」ための教材等を作成
・具体的には、生命の尊さを学び、性暴力の根底にある誤った認識や行動、また、性暴力が及ぼす影響などを正しく理解した上で、生命を大
切にする考えや、自分や相手、一人一人を尊重する態度等を、発達段階に応じて身に付けることをめざす。
・また、各段階に応じたねらいや展開、児童生徒から相談を受けた場合の対応のポイント、指導上の配慮事項、障害のある児童生徒への指
導方法の工夫、保護者への対応等を示した指導の手引きを作成。
・教材動画、教員研修用動画を作成。

【幼児期】
・「水着で隠れる部分」は自分だけの大切なところ

・相手の大切なところを、見たり、触ったりしてはいけない

・いやな触られ方をした場合の対応 等

【小学校】
・「水着で隠れる部分」は自分だけの大切なところ

・相手の大切なところを、見たり、触ったりしてはいけない

・いやな触られ方をした場合の対応

・ＳＮＳを使うときに気を付けること（高学年） 等

【中学校】
・自分と相手を守る「距離感」について。

・性暴力とは何か（デートＤＶ、ＳＮＳを通じた被害の例示）

・性暴力被害に遭った場合の対応 等

【高校】
・自分と相手を守る「距離感」について。

・性暴力とは何か（デートＤＶ、ＳＮＳを通じた被害、

  セクハラの例示）

・二次被害について

・性暴力被害に遭った場合の対応 等

【高校卒業前、大学、一般（啓発資料）】
・性暴力の例、実態

・身近な被害実態

・性暴力が起きないようにするためのポイント

・性暴力被害に遭った場合の対応・相談先 等

（教材の主な内容）

【特別支援教育】
・小学校等向けの教材を活用しつつ、障害の状態を踏まえ教材を工

夫して実施。

・児童生徒の発達段階や障害の状態等に応じた個別指導を実施。

特

各段階の教材・指導の手引き、下記のサイトよりダウンロードできます。教材動画、教員研修用動画も下記サイトより視聴できます。
教育委員会や学校における研修や授業等において、本教材を投影したり配布したりするなどして、御活用いただけます。
文部科学省ホームページ「性犯罪・性暴力対策の強化について」（URL）https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.html
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５．その他



昭和33～
35年改訂

教育課程の基準としての性格の明確化
（道徳の時間の新設、基礎学力の充実、科学技術教育の向上等） （系統的な学習を重視）

（実施）小学校：昭和３６年度、中学校：昭和３７年度、高等学校：昭和３８年度（学年進行）

昭和43～
45年改訂

教育内容の一層の向上（「教育内容の現代化」）
（時代の進展に対応した教育内容の導入） （算数における集合の導入等）

（実施）小学校：昭和４６年度、中学校：昭和４７年度、高等学校：昭和４８年度（学年進行）

昭和52～
53年改訂

ゆとりある充実した学校生活の実現＝学習負担の適正化
（各教科等の目標・内容を中核的事項に絞る）

（実施）小学校：昭和５５年度、中学校：昭和５６年度、高等学校：昭和５７年度（学年進行）

平成元年
改訂

社会の変化に自ら対応できる心豊かな人間の育成
（生活科の新設、道徳教育の充実）

（実施）小学校：平成４年度、中学校：平成５年度、高等学校：平成６年度（学年進行）

平成10～
11年改訂

基礎・基本を確実に身に付けさせ、自ら学び自ら考える力などの「生きる力」の育成
（教育内容の厳選、「総合的な学習の時間」の新設）

（実施）小学校：平成１４年度、中学校：平成１４年度、高等学校：平成１５年度（学年進行）

平成１５年
一部改正

学習指導要領のねらいの一層の実現（例：学習指導要領に示していない内容を指導できることを明確
化、個に応じた指導の例示に小学校の習熟度別指導や小・中学校の補充・発展学習を追加）

平成20～
21年改訂

「生きる力」の育成、基礎的・基本的な知識・技能の習得、思考力・判断力・表現力等の育成のバランス
（授業時数の増、指導内容の充実、小学校外国語活動の導入）

（実施） 小学校：平成２３年度、中学校：平成２４年度、高等学校：平成２５年度（年次進行）
※小・中は平成２１年度、高は平成２２年度から先行実施

平成２７年
一部改正

道徳の「特別の教科」化 「答えが一つではない課題に子供たちが道徳的に向き合い、考え、議論す
る」道徳教育への転換（実施）小学校：平成３０年度、中学校：令和元年度

平成29～
30年改訂

「生きる力」の育成を目指し資質・能力を三つの柱(※)で整理、社会に開かれた教育課程の実現
※「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう力、人間性等」 （「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニング）の
視点からの授業改善、カリキュラム・マネジメントの推進、小学校外国語科の新設等）

(実施)小学校：令和2年度、中学校：令和3年度、高等学校：令和4年度(年次進行)※小・中は平成30年度、高は令和元年度から先行実施

学習指導要領の変遷
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主体的･対話的で深い学び（「アクティブ・
ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

主体的な学び

深い学び

対話的な学び

新しい時代に必要となる資質･能力の育成と、学習評価の充実
  

新しい時代に必要となる資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

何を学ぶか どのように学ぶか

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、
社会と連携･協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現

現行学習指導要領の考え方

何ができるようになるか

生きて働く知識･技能の習
得など、新しい時代に求
められる資質･能力を育成

知識の量を削減せず、質
の高い理解を図るための
学習過程の質的改善

小学校の外国語教育の教科化、高校の新科目「公共」の
新設など

各教科等で育む資質･能力を明確化し、目標や内容を構造
的に示す

各学校における｢カリキュラム･マネジメント｣の実現
  

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成

生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養
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「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善を行うことで、学校教育における質の高い学びを実現し、学習
内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的（アクティブ）に学び続けるようにすること

学びを人生や社会に
生かそうとする
学びに向かう力・
人間性等の涵養

生きて働く
知識・技能の

習得

未知の状況にも
対応できる

思考力･判断力･表現力
等の育成

【主体的な学び】の視点
学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャ
リア形成の方向性と関連付けながら、見通し
を持って粘り強く取り組み、自己の学習活動
を振り返って次につなげる「主体的な学び」
が実現できているか。

【対話的な学び】の視点
子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先
哲の考え方を手掛かりに考えること等を通じ、自己
の考えを広げ深める「対話的な学び」が実現できて
いるか。

【深い学び】の視点
習得・活用・探究という学びの過程の中で、各

教科等の特質に応じた「見方・考え方」を働かせ
ながら、知識を相互に関連付けてより深く理解し
たり、情報を精査して考えを形成したり、問題を
見いだして解決策を考えたり、思いや考えを基に
創造したりすることに向かう「深い学び」が実現
できているか。

主体的・対話的で深い学びの実現
（「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善）について（イメージ）
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○ 学校教育法（昭和22年法律第26号）

第３０条 （略）

② 前項の場合においては，生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，①基礎的な知識

及び技能を習得させるとともに，②これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力，判断力，表現力その他の能力をはぐくみ，③主体的に学習に取り組む態度を養うこ

とに，特に意を用いなければならない。

○ 中学校学習指導要領（平成29年文部科学省告示第64号）前文

教育課程を通して，これからの時代に求められる教育を実現していくためには，よりよ

い学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会とが共有し，それぞれの

学校において，必要な学習内容をどのように学び，どのような資質・能力を身に付けられ

るようにするのかを教育課程において明確にしながら，社会との連携及び協働によりそ

の実現を図っていくという，社会に開かれた教育課程の実現が重要となる。

資質・能力の３つの柱と社会に開かれた教育課程

資質・能力の３つの柱に関する関連条文

「社会に開かれた教育課程」について

※小学校、高等学校も同旨
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各教科等の特質に応じた見方・考え方（中学校の例）
※中学校学習指導要領（平成29年告示）解説 ＜抄＞

言葉による見方・考え方
対象と言葉、言葉と言葉との関係を、言葉の意味、働き、使い方等に着目して捉えたり問い直したりして、言葉への自覚を
高めること。

社会的事象の地理的な見
方・考え方

社会的事象を、位置や空間的な広がりに着目して捉え、地域の環境条件や地域間の結び付きなどの地域という枠組みの中で、
人間の営みと関連付けること。

社会的事象の歴史的な見
方・考え方

社会的事象を、時期、推移などに着目して捉え、類似や差異などを明確にしたり、事象同士を因果関係などで関連付けたり
すること。

現代社会の見方・考え方
社会的事象を、政治、法、経済などに関わる多様な視点（概念や理論など）に着目して捉え、よりよい社会の構築に向けて、
課題解決のための選択・判断に資する概念や理論などと関連付けること。

数学的な見方・考え方 事象を、数量や図形及びそれらの関係などに着目して捉え、論理的、統合的・発展的に考えること。

理科の見方・考え方
自然の事物・現象を、質的・量的な関係や時間的・空間的な関係などの科学的な視点で捉え、比較したり、関係付けたりす
るなどの科学的に探究する方法を用いて考えること。

音楽的な見方・考え方
音楽に対する感性を働かせ、音や音楽を、音楽を形づくっている要素とその働きの視点で捉え、自己のイメージや感情、生
活や社会、伝統や文化などと関連付けること。

造形的な見方・考え方 感性や想像力を働かせ、対象や事象を、造形的な視点で捉え、自分としての意味や価値をつくりだすこと。

体育の見方・考え方
運動やスポーツを、その価値や特性に着目して、楽しさや喜びとともに体力の向上に果たす役割の視点から捉え、自己の適
性等に応じた『する・みる・支える・知る』の多様な関わり方と関連付けること。

保健の見方・考え方
個人及び社会生活における課題や情報を、健康や安全に関する原則や概念に着目して捉え、疾病等のリスクの軽減や生活の
質の向上、健康を支える環境づくりと関連付けること。

技術の見方・考え方
生活や社会における事象を、技術との関わりの視点で捉え、社会からの要求、安全性、環境負荷や経済性等に着目して技術
を最適化すること。

生活の営みに係る見方・
考え方

家族や家庭、衣食住、消費や環境などに係る生活事象を、協力・協働、健康・快適・安全、生活文化の継承・創造、持続可
能な社会の構築等の視点で捉え、よりよい生活を営むために工夫すること。

外国語によるコミュニ
ケーションにおける見
方・考え方

外国語で表現し伝え合うため、外国語やその背景にある文化を、社会や世界、他者との関わりに着目して捉え、コミュニ
ケーションを行う目的や場面・状況等に応じて、情報を整理しながら考えなどを形成し、再構築すること。

探究的な見方・考え方
各教科等における見方・考え方を総合的に活用して、広範な事象を多様な角度から俯瞰して捉え、実社会や実生活の文脈や
自己の生き方と関連付けて問い続けること。

集団や社会の形成者とし
ての見方・考え方

各教科等における見方・考え方を総合的に活用して、集団や社会における問題を捉え、よりよい人間関係の形成、よりよい
集団生活の構築や社会への参画及び自己の実現と関連付けること。
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（出典）幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等の改訂のポイント 91

平成29年改訂 幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等の改訂ポイント



（出典）幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等の改訂のポイント 92

平成29年改訂 幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等の改訂ポイント



93

平成30年改訂 高等学校学習指導要領の改訂のポイント



（出典）高等学校学習指導要領等の改訂のポイント 94

平成30年改訂 高等学校学習指導要領の改訂のポイント



運動領域におけるICT活用の例（小学校）

（文科省ウェブサイト ICT活用指導力の向上事例より） 95



運動領域におけるICT活用の例（中学校）

（文科省ウェブサイト ICT活用指導力の向上事例より） 96



保健領域におけるICT活用の例（小学校）

（文科省ウェブサイト ICT活用指導力の向上事例より） 97



保健領域におけるICT活用の例（中学校）

（文科省ウェブサイト ICT活用指導力の向上事例より） 98
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